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中外製薬株式会社および連結子会社（以下、「中外製薬」）は、ミッションを実現する

ことこそ、企業価値の創造・向上に結びつくものと考え、「すべての革新は患者さん

のために」という事業哲学のもと、挑戦を続けています。

今後、医療を提供する環境は激変し、患者さんや医療従事者のニーズも多様化・

高度化していくことが想定されますが、中外製薬はさまざまなステークホルダーの

皆さまに高い満足を提供し、積極的に支持される信頼性の高い会社を目指します。

事業哲学（Business Philosophy）

すべての革新は患者さんのために

存在意義（Mission）

革新的な医薬品とサービスの提供を通じて新しい価値を創造し、
世界の医療と人々の健康に貢献します。
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革新的な医薬品を届けるため、
自らを変革する。

病気に苦しむ方々に、革新的な医薬品

を届け続けること。これが私たちの使命

です。

　1925年の当社の創業は、関東大震災後の深

刻な薬不足を契機としています。優れた薬で医

療に貢献したいという思想は当時から変わってい

ません。創業の精神を脈々と受け継ぎながら、そ

の実現のため、時代や社会の要請に応じて自らを

変革してきたことが、持続的な成長の理由だと思

います。

確かに、90余年の歴史の中で、中外製

薬のビジネスモデルは大きく変わってき

ました。社会や事業環境の変化に対応し、大衆

薬中心から医療用医薬品へ事業を転換したこ

と、他社に先駆けてバイオ医薬品に着手したこ

となど、リスクを恐れず変革に挑んできました。

特に、現在のビジネスモデルの礎となったター

ニングポイントは、2002年のロシュとの戦略的

アライアンスです。私は永山さんの指揮のもと、

実働部隊の責任者として交渉にあたりましたが、

中外製薬が創り出す薬による医療への貢献がグ

ローバルに広がることに、非常に意義を感じて

いました。

疾患に国境はありません。中外製薬の存

在意義は、アンメットメディカルニーズ＊1

を満たす革新的な医薬品の創製にありますが、

CEOメッセージ（対談）

代表取締役会長

中外製薬では、2018年3月22日にCEOが交代しました。ここでは、同日までCEOを務めていた代表取締役
会長の永山と、新たにCEOに就任した代表取締役社長の小坂による対談形式で、ステークホルダーの皆さまに
メッセージをお届けします。

永 山

小 坂

永 山

疾患に国境はなく、
中外製薬はグローバルに価値を
届けていかなければなりません。
革新を続け、世界の患者さんに
貢献することで企業価値の向上を
実現していきます。

2 中外製薬株式会社



のですが、まさにそのとおりでした。

　この15年間は、大きく3つの時期に分けられま

す。第1フェーズである2008年までは、新生・中

外としてグローバルレベルの経営の実現に奔走し

た期間。ロシュが世界で展開する製品を日本で上

市すべく、複数の大型プロジェクトの臨床開発・申

請・発売を同時並行で進めましたが、これはかつて

ないチャレンジでした。同時に、プロジェクトライ

フサイクルマネジメントシステムや専門MR制の

導入、ビジネスプロセスリエンジニアリングの推

進など、事業規模の拡大に応じた体制整備も行っ

ています。

　この時期に事業基盤が確立されたことで、第2

フェーズとなる2009年から2014年は、「トップ製

薬企業像」の実現に向けてアクセルを踏み込むこ

とができるようになりました。

その価値を世界の患者さんにお届けしなければ、

役割を果たすことはできません。また、新薬開発

に伴う莫大なコストを一社でまかなうことには限

界があります。ロシュ・グループのメンバーであ

りながら、日本で上場を維持して自主経営を続け

るこのユニークなアライアンスは、研究開発型企

業として独自にイノベーションを追求し続けるた

めの決断でした。

　2017年でアライアンス15周年を迎えました

が、提携前の中外製薬と比べ、売上収益・営業利

益は3倍以上、時価総額は約9倍＊2にまで拡大し

ました。これはアライアンスを通じて実現したビ

ジネスモデルの価値を証明するものだと考えて

います。

独自のビジネスモデルの構築が、
グローバル成長を実現。

そうですね。アライアンス締結パーティー

の際、「中外製薬は一夜にしてグローバル

企業となった」とある方からスピーチをいただいた

代表取締役社長 最高経営責任者（CEO）

小 坂

ヘルスケア産業の構造変化が
想定される中、患者さんに貢献する
ためには人財が鍵となります。
人財の力でイノベーションを追求し、
中長期にわたる成長を
果たしてまいります。

＊1  いまだに有効な治療方法が
なく、十分に満たされていな
い医療ニーズ

＊2  2017年末時点
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2009年に経営の基本目標として「トップ

製薬企業像」を策定したのですが、その

背景には人財の成長があります。

　企業価値の源泉は、尽きるところ「人財」です。

2002年以降、アライアンスを通じて経験した

グローバルレベルの仕事の質と量が、人財を大き

く育てました。事業においても、がん領域や抗体

医薬品研究でトップポジションに至りましたが、

その一方で、事業の急速な拡大に社員の意識が

追いついていない面がありました。

　他社に追随するのではなく、自分たちで高い目

標を掲げ、リーディング・カンパニーとしての自覚

と誇りを持って業務に取り組むマインドセットの

醸成が、次の課題でした。そこで「トップ製薬企

業」という目標を掲げたのです。

　目指す姿を明確にし、個々の社員の自律的な変

革が促されたことで、その後、活動の水準は一段

と高まりました。革新的プロジェクトの連続的創出

や、個別化医療の推進、安全性マネジメントの高

度化など、リーディング・カンパニーとして、各機

能が患者さんや医療従事者に対し、これまでにな

い価値を発揮できるようになったと思います。

そして、2015年から現在までが第 3

フェーズ。「トップ製薬企業」という目標は

社員に定着し、グローバルトップクラスの競争力

の獲得・発揮を通じ、自ら新たな分野にチャレンジ

していくことを目指しています。「INNOVATION 

BEYOND IMAGINATION ― 創造で、想像を

超える。」というメッセージを取り入れた中期経営

計画 IB I 18は、前例のない挑戦に取り組む経営

計画となっています。

アライアンス後の成長を振り返ると、徹

底したイノベーションの追求と、中外製

薬ならではの収益構造に支えられてきたと思い

ます。

　中外製薬は、2つの成長エンジンを有してい

ます。一つは「ロシュ導入品」。ロシュ・グループ

が創製した画期的な新薬を国内で独占販売する

小 坂

永 山

永 山

ファーストインクラス＊1・ベストインクラス＊2の革新的な医薬品とサービスにこだわり、
世界の患者さんと医療従事者に新たな解決策を提供し続ける会社

ーすべての革新は患者さんのためにー

＊1  新規性・有用性が高く、これまでの治療体系を大幅に変えうる独創的な医薬品
＊2  標的分子が同じなど、同一カテゴリーの既存薬に対して明確な優位性を持つ医薬品

トップ製薬企業の定義（2010年代後半に実現を目指す企業像）

定量面 定性面

１．  各ステークホルダーに高い満足を提供し、
積極的に支持される信頼性の高い会社   

２．  グローバルレベルの主体的な活動が
できる会社 

  •  臨床的に競争優位性の高い製品を継続的に
創出／開発／国内外市場へ上市

  •  製品の適切な育成・販売を通して
ロシュ・グループの業績に貢献

  •  製薬業界の活動をリード
  •  社員一人ひとりがトップ製薬企業としての
責任を自覚し、誇りと自信を持って活動

１．  国内大手製薬企業 上位3位以内
  • 国内シェア 
  • 連結営業利益率
  • 従業員1人当たり連結営業利益額
  • MR1人当たり国内売上高

2．  国内戦略疾患領域プレゼンスNo.1
  •  戦略疾患領域（がん／腎／骨・関節／リ
ウマチ）：売上シェア、ステークホルダー
満足度トップクラス

  •  医療連携をベースとした病院市場での
トップブランド確立

3． グローバルプレゼンス拡大
  • 海外売上比率増加
  • グローバル大型製品保有数
  • グローバル後期開発品保有数
  •  ファーストインクラス・ベストインクラス
の自社グローバルプロジェクト年平均
ポートフォリオイン数
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ことで、安定的な収益基盤となります。これによ

り、もう一つの成長エンジンである「自社創製

品」、その研究活動では、よりチャレンジングで

革新的なプロジェクトに挑戦できます。こうして

生まれた革新的医薬品を、ロシュ・グループを通

じてグローバル市場に展開。これが成長を牽引

する収益基盤となり、さらなるイノベーション追

求の原資となるのです。

業界屈指の創薬力を背景に、
大きな価値創出を実現。

中外製薬の創薬力は、ロシュ・グループに

とっても大きな成長の原動力となってい

ます。自社創製品である「アクテムラ」や「アレセン

サ」は、ロシュを通じて世界の患者さんに届けら

れ、グループの収益に貢献しています。また、ロ

シュ・グループ全体で19＊3の Breakthrough 

Therapy指定（BT指定）＊4のうち、5つ＊3が中外製

薬の創製であるという事実は、当社がイノベー

ションを生み出す力の高さを示すものでしょう。

　日本でいち早くバイオテクノロジーを応用した

創薬研究に参入した中外製薬は、独自の抗体改

変技術をはじめとする、世界でも有数の技術基盤

を確立し、現在、抗体を中心とする自社創製品が

続々と臨床段階に入っています。さらには、次世

代技術として中分子医薬品の創製にも取り組ん

でおり、高度なサイエンスとテクノロジーによる

価値創出を追求しています。

IB I 18の 2年目となる2017年は、中

外製薬の強みが成果として実現し、今

後の中外製薬を占ううえでも転換点となる一

年でした。収益では過去最高の業績を残し、

トップ製薬企業像として掲げる定量・定性目標

も、手の届くところまできています。

　戦略面でも、最重要成長ドライバーである自

社創製品「ヘムライブラ」が、日・米・欧の同時申

請を経て、インヒビター保有の血友病Aを対象

に米国で世界初の発売を果たしたことは、極め

て大きな成果です。「ヘムライブラ」は、当社独

自のバイスペシフィック抗体技術により創製さ

れた革新的医薬品であり、ロシュ・グループの

ネットワークを通じ、迅速なグローバル開発・上

市を実現しました。まさに、当社の強みである

ビジネスモデルを体現するプロジェクトです。

血友病治療に革新をもたらす医薬品として、世

界の患者さんに大きな貢献ができるものと考え

ています。また、同じく重要成長ドライバーであ

る「テセントリク」の着実な開発進捗、少量多品

種生産に対応したバイオ原薬生産体制の整備、

営業・メディカルアフェアーズ・医薬安全性の3

本部が連携した新ソリューション提供体制の展

開など、重点テーマが順調に前進しました。

　2018年は、IB I 18の最終年度です。薬価改

定をはじめとする厳しい環境変化が予想されて

いますが、創薬、臨床開発、製薬、ソリューション

提供の全機能で戦略を完遂し、3年間の集大成と

して成果の拡大を果たす一年としていきます。

＊3  2018年2月1日時点

＊4  重篤または致命的な疾患や
症状を治療する薬の開発お
よび審査を促進することを目
的に、2012年7月に米国食
品医薬品局（FDA）が導入し
た制度

永 山

CEOメッセージ（対談）

小 坂

109
278

436

Pre-human＊1

1,098

70 135

608

Clinical＊2

1,460

179
413

1,044

Total＊3

2,558

出典：DiMasi, J.A., Journal of Health Economics (2016) 47: 20-33

（百万米ドル）

 1970s-early 1980s  1980s-early 1990s  1990s-mid 2000s  2000s-mid 2010s

＊1 前臨床開発にかかるコスト 
＊2 臨床開発にかかるコスト
＊3 前臨床、臨床開発にかかるコストの合計

2.5倍
2.4倍

2.5倍

開発期間とコスト（米国・タフツ大学による調査結果）
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産業構造変化への対応策は、
イノベーションの追求のみ。

今後の展望として、AIやIoT、ナノテクノ

ロジーといった破壊的技術により、第四

次産業革命ともいうべき転機の訪れが予想され

ます。また、少子高齢化、地球環境悪化、公的債

務拡大といった持続可能性の危機も叫ばれてお

り、これらの相互作用により、これまでにない速く

激しい変化の時代が到来するでしょう。ヘルスケ

ア産業においても、新しい医療技術による新需要

の創出が期待される一方で、異業種の参入によ

る競争激化や、世界的な社会保障費の増大や財

政基盤の脆弱化を背景とする医療費抑制策が一

層進展することは必至です。

　中外製薬が将来にわたって価値創出を続ける

ためには、強みを最大限に活用しつつ、産業構造

の変化に布石を打っていかなくてはなりません。

そのための道、それはイノベーションの追求しか

ありません。

まさに、中外製薬の原動力はイノベー

ションです。一方で、イノベーション、す

なわち新薬の創製は、ますます難しくなっている

ことも事実です。開発難易度が上がり、技術革新

に伴うコストが高騰する中、グローバルの新薬開

発競争は熾烈を極めています。一つの新薬の成

功には、その陰で失敗するプロジェクトのコスト

も含め、約25億米ドル（約3,000億円）の投資が

必要だとする研究＊5もあります。それだけの体力

を確保しなければ、製薬会社の成長や存続は難し

くなるのです。

　しかし、医薬品開発はその高い専門性ゆえに、

事業に伴うリスクやイノベーションが起きるプロ

セス、必要となるさまざまな技術や投資額の規模

について、社会に十分に理解されているとは言え

ません。イノベーションが正当に評価されなけれ

ば、治療法のない病気を治す革新的な医薬品を

生み出すことはできません。製薬産業をはじめと

するライフサイエンスは、緻密かつ高度なサイ

エンスとテクノロジーを駆使する分野です。今後

の世界の産業構造においても、成長領域であり

続けるでしょう。

＊5  米国・タフツ大学の調査で
は、開発の成功確率を踏まえ
ると、1品目の医薬品開発に
約25億米ドル（約3,000億
円）の投資が必要と見込まれ
ている（P5のグラフ参照）

永 山

小 坂

疾病メカニズムの解明と最先端創薬技術の進歩

＊1 遺伝子やたんぱく質などの生体内分子をさまざまな手法で網羅的に解析して記録、活用すること
＊2 遺伝子の塩基配列を高速で読み出せる装置（Next Generation Sequencer） 

疾病メカニズムの解明 創薬技術の進展・革新

迅速な
オミックス解析＊1

医療情報の
ICT・ビッグデータ

活用

次世代
シークエンサー＊2

バイオ医薬品
抗体医薬の高機能化
生産技術の進化

低・中分子医薬品
標的解析、分子設計
スパコン「京」など活用

再生医療など
新規技術
（iPS細胞、
体性幹細胞など）

診断・医療機器
バイオマーカー
個別化医療

● 治療成績の向上
● アンメットメディカル
 ニーズ対応
● 知的財産の蓄積
● 関連産業の成長
●  投資の活性化

患者さんごとの
全ゲノム情報
解析

遺伝子
解析

たんぱく質
発現解析

病態情報

治験・
治療情報

● 医療の質の向上
● 創薬産業の成長
● 国の競争力強化

画期的新薬の
ターゲット発見
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医療経済性やイノベーションとコストの

バランスに関する議論は、製薬産業全体

で取り組むべき課題です。中外製薬も、業界を

リードする存在として、その働きかけに力を注い

でいきたいと思っています。

　また、当社は独自のビジネスモデルや技術基

盤を背景に成長を続けていますが、それが将来

にわたって安泰なわけではありません。先ほどお

話ししたとおり、社会に根本的な変化をもたらし

うる技術革新が進んでいます。従来の枠を超え

た発想がなければ、イノベーションを生み出し続

けることはできません。

　こうした中、製薬による高度な医療の実現、

「The Pill」を中核としながら、言わば「Around/

Beyond the Pill」といった、これまでの産業の

枠を超えた取り組みが必要になると考えていま

す。The Pi l lの医薬品の創出では、これまでの

強みに加え、次世代中核技術である中分子創製

技術や、IFReC＊6との包括連携を通じた最先端

の免疫学研究をはじめとするオープンイノベー

ション＊7などにより、革新的な医薬品の連続創出

を果たしていく考えです。さらにAround the 

P i l l、医薬品を取り巻くソリューションとして、

2018年に本格的に着手するFMI事業＊8におけ

る、次世代シークエンサーを用いた遺伝子診断に

よる情報サービスを手始めとして、医薬品事業と

のシナジーを図りつつ、個別化医療・ゲノム医療

の進展に貢献していきたいと考えています。そし

て、医薬品を超えた領域としてのBeyond the 

Pi l lも含めたより大きな革新に向かって、異業種

との連携などを行いながら、第四次産業革命とも

言うべき変化をイノベーションのチャンスとして

取り入れていきたいと考えています。その先駆け

として、2017年4月に新設した科学技術情報部

を起点に未来への変化を捉え、成長シナリオに結

び付けていく計画です。

　現在、次期中期経営計画を策定中です。具体的

な成長戦略は、この発表時にお示しする予定です。

新CEOの体制で、
連続的なイノベーションと
企業価値向上を目指す。

2017年は、中外製薬にとって大変意義

深い年でした。これまでの取り組みが結

実し、ロシュとのアライアンスは15周年を迎え、

私自身にとっても、社長就任から25年という節目

でした。そして、2018年は、トップ製薬企業の

ゴールが近づくとともに、次の中期経営計画を策

定する年です。CEO交代の良いタイミングと考

え、小坂さんにCEOの職を引き受けていただきま

した。私は取締役会議長として経営の監督に注力

し、トップ製薬企業としての、ESGの視点も踏まえ

た企業価値向上を実現していきたいと思います。

CEO交代の話を聞いたときは、非常に

驚きましたが、大きな責任とやりがいを

感じています。

　イノベーションを追求し、患者さんと社会に貢

献していく。先ほど永山さんがおっしゃったとお

り、その鍵が人財であることは間違いありま

せん。IBI 18でも、次の経営層の育成を視野に、

私自らがコミットして人財戦略およびタレントマ

ネジメントの刷新を進めています。７つのグロー

バルコンピテンシーを人財像の軸とし、生産性、

ダイバーシティ、ワークライフシナジーの連環を

図ることで、優れた人財が自己の能力をのびのび

と最大限に発揮できる会社にしていきたいと思い

ます。私が最も大切にしたいのは、明るく、楽し

く、前向きな企業風土の形成です。こうした風土

こそがイノベーションを可能とし、挑戦を育む土

壌だと考えています。

　中外製薬は、今後も人財を最大の資産とし、

イノベーションを続けることで、企業価値を高め

てまいります。今後の中外製薬に、ぜひご期待く

ださい。

＊6  大阪大学免疫学フロンティア
研究センター（Immunology 
Frontier Research Center）

＊7  自社のみならず、外部の技術
や開発力を活用することによ
り、革新的で新たな価値をつ
くり出すこと

＊8  Foundation Medicine社
製品の国内展開

小 坂

永 山

CEOメッセージ（対談）

小 坂
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画期的新薬
の国内独占

販売

安定的な収
益基盤

（ロシュと
の協働によ

る効率的な
新薬発売）

Mission

革新的な医薬品とサービスの提供を通じて新しい価値を創造し、
世界の医療と人々の健康に貢献します。

事業哲学

すべての革新は患者さんのために

中外製薬7つの強み

4
バイオを
はじめとする
独自の創薬技術

7
医療提供
活動への
支援

1
アンメット

メディカルニーズ
を充足する製品力

2
国内
屈指の

パイプライン

6
安全性

マネジメントの
徹底

3
ロシュ･グループ
との戦略的

アライアンス体制

5
パイオニアとして
の個別化医療の

知見

2つの収益基盤
ロシュとの戦略的アライアンス

ロシュ導入
品

中外製薬の価値創造モデル

イノベーションを生み出す
人財を育む

企業理念を実現する
コーポレート・ガバナンス

バリューチェーン全体の
環境・安全衛生をマネジメントする

企業価値向上に向けた重点課題

アンメットメディカルニーズに
応える新薬を生み出す

一日でも早く
患者さんに届ける

よりよい治療のための
ソリューションを提供する

革新性の高い創製に特化可能

成長を牽引する収益基盤
（ロシュへの導出、グローバル市場展開）

自社創製品
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中外製薬は、「すべての革新は患者さんのために」という事業哲学のもと、ロシュとの戦略的アライアンスと
いう他に類を見ないビジネスモデルと、独自の「中外製薬７つの強み」を源泉とし、イノベーション創出による
企業価値向上に向けた重点課題に取り組んでいます。こうした価値創造を通して世界の医療と人々の健康に
貢献することで、Mission（存在意義）の実現につなげています。

　中外製薬は、患者さんのための革新を続け、創造的な取り組みを積み重ねてきた
結果、企業価値向上に資する優位性をつくり上げました。社内外のインタビューを
もとに得られた中外製薬の“強み”を「患者さんに対する価値」と「競合優位性」の観
点で評価し「25のカテゴリー」を抽出、外部からの評価分析などを通じて7つの強み
を特定しました。中外製薬独自の価値の源泉としてこれらの強みを最大限に活かす
とともに、さらなる進化を遂げていくことで、社会課題の解決に貢献するなど、新た
な価値を発揮し続けていきたいと考えています。

「中外製薬7つの強み」を活かして

　ロシュとの戦略的アライアンスにより、画期的なロシュ導入品を効率的に開発し
国内で独占的に販売。この安定的な収益基盤が、革新性の高い独自技術や創薬へ
の集中投資を可能としています。さらに、自社創製品をロシュに導出することで
グローバル市場に展開し、成長を牽引する収益基盤としています。
　一方、ロシュにとっても、ロシュ品の日本での価値最大化に加え、革新性の高い研
究に特化した中外製薬創製品をグローバル市場で販売することができ、WIN-
WINの関係を構築しています。

2つの収益基盤

　中外製薬は、患者さんに新しい価値を届け、企業価値を向上させるため、多様
な企業活動に邁進してきました。一方で、外部環境が激変し、製薬業界や中外製薬
の果たすべき役割も変化する中、中外製薬がイノベーションを創出し、今後のさら
なる企業価値向上に向けて取り組むべき重点課題は、大きく6つに分けられます。
　最も重要なのは、継続的なイノベーションの創出により「アンメットメディカル
ニーズに応える新薬を生み出す」ことであり、その画期的な医薬品を「一日でも
早く患者さんに届ける」こと、同時に、製品提供にとどまらず「よりよい治療のた
めのソリューションを提供する」ことが大切です。こうした価値を発揮し続けるため
には、「イノベーションを生み出す人財を育む」ことと、「バリューチェーン全体の
環境・安全衛生をマネジメントする」ことが不可欠で、「企業理念を実現するコーポ
レート・ガバナンス」を継続的に強化することを通じて、中長期的な価値創造を果
たしていきます。

企業価値向上に向けた重点課題 2017年の実績（資本）

研究開発費(Coreベース）

889億円

 抗体医薬品国内売上シェア＊1

27.3%

医療従事者からの
　満足度評価（100床以上）＊2

3位

ガバナンスの充実

役員報酬制度の
改定

＊1  Copyright © 2018 IQVIA.　出典：IMS医薬品
市場統計2017年12月MATをもとに作成　無断
転載禁止　市場の範囲は中外製薬定義による

＊2  当社定義による医師のみを対象とした企業総合評
価に関する調査結果に基づく

従業員1人当たりのエネルギー消費量

296GJ／人

従業員数

7,372名
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株主・
投資家

ステークホルダーと創出価値

　中外製薬は、患者・消費者の皆さま、医療従事者の方々をはじめ、株主・投資家、取引先、
社会・NPO/NGOの皆さま、そして従業員といった多くの方々に支えられて事業活動を
行っています。今後ますます変化の激しい経営環境下で、企業が長期持続的成長を達成す
るためには、利益成長だけでは不十分で、従来以上にそのプロセスと質が問われるものと
とらえています。
　中外製薬では、過去から一貫して、「経済性」「社会性」「人間性」の総合評価が企業価値を
つくるという考えのもと、経営戦略の立案・推進を行ってきており、いわゆる非財務的価値
を高めるための活動についても、従前から積極的に推進してきました。今後においては、
「世界の医療と人々の健康に貢献する」というミッション実現に向け、「経済性」「社会性」「人
間性」の3つを高い次元で融合させ、中外製薬の創出する価値を増大していきたいと考え
ています。

大学
研究機関 サプライヤー

研究 開発 生産 マーケティング メディカル
アフェアーズ 医薬安全性

環境・安全衛生データ 社会貢献活動 コーポレート・
コミュニケーション

中外製薬

アンメットメディカルニーズに
応える新薬を生み出す

よりよい治療のための
ソリューションを提供する

一日でも早く
患者さんに届ける

イノベーションを生み出す
人財を育む

企業理念を実現する
コーポレート・ガバナンス

従業員

経済性

社会性 人間性

中外製薬が考える企業価値の評価
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医薬品卸

地域社会

・薬剤治療による効果
・治療選択肢の拡大
・患者さんに合った治療
・治療・処方・検査水準の向上
・高品質な薬剤の安定供給

医療施設
医療従事者

患者さんの
家族患者さん

　中外製薬が創出する価値は、薬剤を通じて患者さんの治療効果を高めること
にとどまりません。医療従事者がよりよい治療を行えるようにすることも、患者
さんが疾患を早期に発見し、理解し、病気に立ち向かう勇気をもってもらうこと
なども、私たちが生み出すべき価値であり、こうした価値創出に向けて重点的に
取り組む課題として「企業価値向上に向けた重点課題」を掲げています。
　中外製薬グループはそのミッションとして「革新的な医薬品とサービスの提供
を通じて新しい価値を創造し、世界の医療と人々の健康に貢献します。」を掲げ
ており、 国連SDGsの「目標３ あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を
確保し、福祉を推進する」と共通した価値観を持っています。また、当社CSR推進
活動の実績は、他のSDGsの目標に沿った内容を多く含んでいます。

治療・処方

・疾患の早期発見
・病気に立ち向かう勇気
・病気に対する正しい理解

知的財産

持続可能な開発目標（SDGs）

バリューチェーン全体の
環境・安全衛生を
マネジメントする
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時代に合わせた社会的課題の解決

　世界の医療と人々の健康への貢献を存在意義と
する中外製薬にとって、私たちが果たすべき役割は
変化し続けています。今後の製薬業界を取り巻く
環境を見ても、少子高齢化、医療費抑制ニーズの
増大、研究開発の成功率低下とコスト高騰など、不
透明な時代になることが想定されます。こうした状
況にあって、中外製薬は製薬業界の中でも、そのプ
レゼンスが高まっています。だからこそ、ステーク
ホルダーとともに、より大きな社会的課題を解決し
ていかなければならないと認識しています。経営
の基本目標として掲げる「トップ製薬企業」の定性
目標の一つに「各ステークホルダーに高い満足を
提供し、積極的に支持される信頼性の高い会社」と
定めているように、革新を通じて医療や患者さんの
抱える課題を解決してこそ、社会から信頼される企
業になっていけると考えています。

価値創造の進展と成果

　2017年は、数多くの研究開発における進展が見
られ、新薬の承認取得や販売開始などを計画どお

りに実現することができました。革新的な新薬を生
み出し、患者さんに一日でも早く届けるという、中
外製薬にとって中核的な社会的課題の解決を進め
られたわけですが、本年の成果はそれだけではあり
ません。効果的な副作用マネジメントと患者さんへ
の継続投与に寄与すべく、データベースの構築を
通じて豊富な安全性情報の活用を促進できたこ
と、さらには、国内で2018年から始まる地域単位
の医療体制に合わせたソリューション体制を構築
し、地域医療に貢献できていることなども、大きな
一歩であるととらえています。
　加えて、患者さんに疾患について正しく理解して
いただくことや、患者さんと疾患を取り巻く社会環
境を整備していくことも解決するべき課題である
と考えており、こうした面でも進化を図ることがで
きました。疾患啓発活動では、従前から取り組む地
方公共団体と共同で行う活動に加え、他業種との
連携を本格的にスタートし、より効果的な活動を推
進しています。また、自社から率先して活動すべき
との考えから、従業員に対するがん治療支援や職
場復帰プログラムの推進なども積極展開を行うな
ど、業界を牽引する存在となっています。

副会長による社会とのエンゲージメント

革新を通じて医療や患者さんの
抱える課題を解決することが、
中外製薬の価値創造の姿です。
「経済性」「社会性」「人間性」を
高次元で融合することで、
ステークホルダーからの
さらなる期待に応えていきます。
代表取締役副会長  CSR推進部、監査部担当
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も、異業種との協働は必須の経営テーマであり、今
後、さらなる革新に向け、充実を図っていきます。
　また、こうした環境下で長期持続的成長を実現し
ていくためには、より一層、貢献すべき社会的課題
と提供価値を明確にし、より戦略的に活動していく
ことが重要だと考えています。そのため、2018年
の次期中期経営計画の策定に合わせ、社会環境分
析と貢献可能価値の洗い出しを通じ、非財務的側
面における長期ビジョンや目標の策定についても
検討を進めています。

「経済性」「社会性」「人間性」による企業価値

　これまでご説明してきた、中外製薬の価値創造の
取り組みの背景にあるのは、「経済性」「社会性」「人間
性」の総合評価によって企業価値がつくられ、これら
を高次元で融合することが重要という、従前から一貫
して堅持している考え方です。振り返れば、CSR方針
を定め、活動計画とその進捗をマネジメントするよう
になってから10年が経ちます。当初はCSRと事業と
を乖離してとらえる従業員も少なくありませんでし
たが、積極的な社内コミュニケーションを続けるとと
もに、各管理職層が、根気強く「経済性」「社会性」「人
間性」の考え方を日々の活動と紐づけ、それぞれの
仕事に落とし込んでくれたことにより、今では胸を
張って、こうした考え方が「定着」していると言えます。
　価値創造の姿が共有できていること。私は、これ
を何にも代えがたい企業発展の根源だと考えてい
ます。中外製薬は、今後も革新を通じて、世界の医
療や患者さんへの貢献を果たすべく、価値創造に
邁進してまいります。引き続きご支援のほど、よろ
しくお願い申し上げます。

社会からの要請・期待に応える

　また、社内の側面でいえば、ガバナンスや人財戦略
の充実を図ってきましたが、特に私が陣頭指揮をとっ
て取り組んだことの一つに、グローバルレベルでの
コンプライアンス強化が挙げられます。中外製薬では、
「企業倫理は業績に優先する」という思想を有してお
り、コンプライアンスは法令や規制を遵守することに
とどまらず、社会からの要請・期待に応えることと定義
しています。グローバルレベルの活動が増加してきた
中、コンプライアンス活動においても強靭なグロー
バル体制を構築していくことが重要でした。2016年
から取り組みを進めてきましたが、2017年は委員会
体制の刷新と、海外子会社を含めたグローバル体制
を整備できました。委員会については、従来分かれて
いたコーポレートコンプライアンス＊1とヘルスケア
コンプライアンス＊2、レギュラトリーコンプライアンス＊3

の３つを一元管理できるようにしました。また、現場
での浸透に向けては、私自身も海外子会社に赴き、
従業員たちにメッセージを発信するとともに意見交
換を行いましたが、確かな手応えを感じています。こ
うした活動は今後も積極的に行っていく所存です。

長期的視座での戦略の検討

　今後の長期的な展望としては、AIをはじめとする
破壊的技術の進展は、大きな影響をもたらすでしょ
う。中期的には、これらの技術を取り込み、付加価値
を創出していくことが重要ですし、長期的には破壊
的技術を駆使して、これまでは実現できなかった社
会的課題の解決や、新たに台頭する課題に対する
対処も検討していく必要があります。そのために

● 患者・消費者への責任
わたしたちは、事業活動において常に患者・消費者を最優先
に考え、有効性・安全性に優れた高品質な製品・サービスを提
供します。
● 法の遵守
わたしたちは、事業活動のすべての分野において、法令を遵
守します。
● 人権の尊重
わたしたちは、事業活動のあらゆる場面において、人間として
の権利を尊重して行動します。
● 公正な取引
わたしたちは、医療関係先・購買先・販売先などのビジネスパー
トナーとの取引において、常に公正・透明な活動を行います。
● 会社資産の管理
わたしたちは、会社の資産を適切かつ適正に管理・活用して、
事業目標を達成します。

● 情報の開示
わたしたちは、法および社会的正義に則り、事業活動に関する
情報を積極的かつ公正に開示します。
● 社会貢献活動
わたしたちは、よき企業市民としての責任を自覚し、積極的に
社会貢献活動を進めます。
● 地球環境保全への貢献
わたしたちは、かけがえのない地球の未来を思いやり、自然
環境との調和のとれた活動をめざします。
● 政治・行政との関係
わたしたちは、政治・行政と公正・透明な関係を維持します。
● 外部団体との関係
わたしたちは、外部団体と公正・透明で節度ある関係を維持し
ます。

中外製薬およびそのグルー
プ会社が社会責任を果た
し、なおかつ誠意ある企業
行動によって社会から信頼・
選択され、永続的に社会に
貢献する企業となるために、
「ミッション・ステートメント」
の「コア・バリュー（価値観）」
に基づき、企業行動ならび
に社員行動の規準として制
定されたものです。

行動規準：中外ビジネス・コンダクト・ガイドライン（中外ＢＣＧ）

＊1  一般法令、業界基準および社
内規程などはもとより、社会
通念上の規範や価値観に基
づくコンプライアンス（中外
製薬定義による）

＊2  臨床試験・臨床研究・非臨床
研究の実施や支援業務、医療
情報の収集や医薬品情報の
提供にかかわる業務全般に
ついてのコンプライアンス
（中外製薬定義による）

＊3  国内外の薬事規制とそれに
基づいて定められた社内規
程や手順書などに基づくコン
プライアンス（中外製薬定義
による）
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中期経営計画IBI 18の概要

Core EPS CAGR
(2015-18)

Low single digit＊1

・  2020年代から飛躍的な成長期に入ることを目指し、IBI 18の3年
間では、着実な成長基盤の確立を図ります。

・  Core EPS対比の配当性向は、「平均して50％を目処」とする方針を
継続します。

＊1 ～3%台、2015年平均為替レートベース

定量見通し

Core営業利益の推移イメージ
（一時的な損益の平準化後）

’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’20 ’22 ’24 （年）’19 ’21 ’23

特例拡大
再算定

国内
薬価改定

中
期
イ
ベ
ン
ト（
予
想
）

「リツキサン」「ハーセプチン」など
新薬創出等加算返還

国内外「アクテムラ」成熟化

「ヘムライブラ」、「テセントリク」、nemolizumab、satralizumab上市・市場浸透

抗体改変プロジェクト （CPR）・中分子技術先行投資 CPR創製品・中分子品連続上市・市場浸透

ACCEL 15
IBI 18

グローバルでの飛躍的成長期へ

中期イベントと業績トレンド

外部環境

機 会 リスク

 >  世界的な人口増大・高齢化進展による医薬品の重要性
上昇

 >   ライフサイエンス・ICTの進化によるイノベーション創出
機会の拡大

 > 各国での医療費抑制政策の進展
 >  イノベーションによる成長をめぐる企業間スピード競争
の熾烈化

 > 研究開発の成功確率の低下とコスト高騰
 > 大手製薬企業によるバイオシミラー＊2発売の可能性
 > 破壊的技術や異業種参入による競争環境の劇的な変化
 > 安全性、品質保証、マーケティングなどにおける規制強化

 >  先駆け審査指定制度の創設や日本医療研究開発機構の
発足など画期的新薬の開発を後押し

 >  急速な高齢化進展と財政難を背景とした大幅な薬剤費
抑制への圧力（薬価改定制度の見直し）

 >  2016年4月 特例拡大再算定導入

グローバル グローバル

日  本 日  本

＊2  特許期間が満了したバイオ医薬品の後続品で、先行バイオ医薬品の開発メーカー
とは異なるメーカーにより製造される
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基本戦略 成 果 企業価値向上
成長をドライバーとした
高資本効率実現

株主への還元

中期
利益成長

R&Dポート
フォリオ充実

経営基盤
強化

再投資

企業価値向上・株主還元の考え方

2018年の重点方針

配 当

市場での高評価

Core EPS配当性向：
平均50%

革新による
グローバル
ヘルスケアへの
貢献の追求

利益の創出による
価値向上

将来の飛躍機会拡大による
価値向上

現在の企業価値

• グローバルトップクラスの競争力獲得・発揮
• 成長加速への選択と集中

創 薬 開 発 製 薬 営業・メディカル・安全性

●  抗体改変プロジェクト連続創出
●  中分子創薬技術確立
●  がん・免疫研究基盤強化

●  「ヘムライブラ」、「テセントリク」
の最優先開発推進

●   TCR＊3による早期PoC実現
●  医療&経済価値証明プロセス
の強化

●  早期PoC実現への
CMC＊4開発基盤充実

●  後期開発～市販後で
の競争基盤強化

●  QC、QA、レギュラトリー機能
強化

●   成長ドライバー製品、「ヘムライ
ブラ」、「テセントリク」への集中
による売上成長実現

●  機能横断による高度な
ソリューション提供

●  エリア特性に適応した
戦略遂行体制確立

IBI 18重点テーマ

●● 選択・集中による成果拡大
●● グローバルトップクラスへの競争基盤強化
＊3  創薬で生み出された科学的コンセプトを臨床で検証する、前臨床研究からPoC（Proof of Concept：研究段階で構想した薬効がヒトでも有効性を持つことを
実証すること）までの臨床研究（Translational Clinical Research）

＊4 原薬プロセス研究と製剤開発研究、それに品質評価研究を統合した概念（Chemistry, Manufacturing and Control）

全 社

● 革新による価値創出活動を牽引するグローバルトップクラス人財の獲得・育成・配置

●  2抗体プロジェクトの臨床試験開始：年内～2019年
●  中分子創薬のさらなる進展：IBI 18期間中に臨床候補品選定を目指す

革新的抗体プロジェクトの連続創出と中分子創薬技術確立

●  4新製品（「テセントリク」、「アラグリオ」、「ヘムライブラ」、オビヌツズマブ）および「パージェタ」適応拡大（乳がん術後補助）の最速での価値最大化
●  欧州における「ヘムライブラ」のコ・プロモーション
●  FMI事業の推進：オンコロジーNo.1企業として、がんゲノム医療により個別化医療に貢献

ソリューション提供体制の強化と新製品の確実な市場浸透

●  7プロジェクトの承認申請
 •「ヘムライブラ」：非インヒビター保有血友病Aの承認申請（日・米・欧）
 •「テセントリク」：3つの適応拡大（腎細胞がん、乳がん、肺がん一次治療）承認申請
 •「アクテムラ」（全身性強皮症）、「アバスチン」（腎細胞がん）、「エディロール」（骨粗鬆症[中国]）

成長ドライバー群の確実な開発実行
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IBI 18の進捗は極めて順調

　IBI 18は、2016年からの3年間、トップ製薬企業
像実現に向け、「グローバルトップクラスの競争力
獲得・発揮」と「成長加速への選択と集中」を目指す
中期経営計画です。薬価制度の抜本的見直しやグ
ローバル開発競争の激化に加え、大手製薬企業に
よるバイオシミラー事業への参入、全く新しい価値
を生み出す破壊的技術の台頭など、事業環境の展
望は不透明さを増しています。そのため本経営計
画では、これまで培ってきた強みを活かしながら、
あらゆる機能の競争基盤を強化してイノベーショ
ンを追求し、不確実な環境の中でグローバルに飛
躍し続ける企業への変革を目指しています。
　IB I 18の2年目となる2017年を終え、ここまで
の進捗は極めて順調です。各機能が掲げた非常に
高い戦略目標のもと、全社員が努力してきました
が、ほぼすべての施策が順調に進捗し、いくつかの
分野では計画以上の成果をあげています。ステー
クホルダーの皆さまに高い戦略実行力をお示しで
きたことを、大変誇らしく思います。

今後のグローバルでの飛躍に向けて
土台が整った2017年

　2017年は、関節リウマチ治療薬「アクテムラ」、
ALK陽性非小細胞肺がん治療薬「アレセンサ」と
いった自社創製品のグローバル成長に伴い、輸出
とロイヤルティおよびその他の営業収入が増加し、
これを主因に売上収益・営業利益ともに計画を上回
る過去最高の業績をあげることができました。
　戦略面での成果としては、最重要プロジェクトで
ある自社創製品「ヘムライブラ」が発売に至り、今後
のグローバルでの飛躍的成長に向けた重要なマイ
ルストーンが達成されました。「ヘムライブラ」は、イ
ンヒビター保有血友病Aを対象とし、6月に米国と欧
州、7月に日本で申請。11月に米国で承認を得て、世
界に先駆けて発売しました。同じく自社創製品である

「アレセンサ」は、肺がん2次治療を対象として2月に
欧州で新発売となったほか、11月に米国、12月に
欧州でそれぞれ1次治療への適応拡大を果たしま
した。ロシュ導入品では、新しいがん治療として注目
を集めるがん免疫療法のプロジェクトである、抗
PD-L1抗体「テセントリク」が、肺がん２次治療を
対象として申請を成し遂げました（2018年1月に
承認取得）。
　このほか、中分子創薬の技術基盤構築、抗体プロ
ジェクトの複数同時開発・高速上市に向けた生産体
制整備なども順調に進んでいます。2017年４月に
構築した新たな国内ソリューション提供体制につい
ても、営業・メディカルアフェアーズ・医薬安全性の３
本部が連携し、高い専門性に基づくコンサルテー
ションの推進と、地域医療ニーズに適した取り組み
が進展しました。IB I 18で掲げるグローバルトップ
クラスの競争基盤の強化はほぼ完了し、最終年度に
おける成果の拡大に向けた準備は整っています。

社長による戦略解説

価値創造のロードマップは
ますます確かなものへと
進化しています。
代表取締役社長 最高経営責任者（CEO）

トップ製薬企業像の実現に向けて競争力向上と成長加速を図るIBI 18は、これまで非常に順調に進展してい
ます。2018年の経営環境も引き続き厳しいものが予想されますが、これまでに強化した競争基盤をもとに成果
の拡大を果たすとともに、イノベーションを通じたすべてのステークホルダーへのさらなる貢献を、より確かな
ものにしていきます。成功の鍵は、人財の力を高め、イノベーションを追求すること。中外製薬は、今後も企業
価値向上に邁進してまいります。
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2018年はIBI 18完遂、
成果拡大の年

　2018年は、IBI 18の最終年度です。これまで
培った競争基盤を踏まえ、3つの重点方針のもとで
各施策を完遂し、成果拡大を実現する一年です。
　重点方針の1つ目は、「革新的抗体プロジェクト
の連続創出と中分子創薬技術確立」です。抗体改
変技術を駆使して新たな抗体プロジェクトの創製
を加速するとともに、年内から2019年にかけて、
自社創製の2つの抗体プロジェクトの臨床試験開
始を見込んでいます。中分子創薬では、次期中期
経営計画期間中の臨床試験開始を視野に、2018
年中の臨床候補品選定を目指します。
　2つ目は、「成長ドライバー群の確実な開発実行」
です。「ヘムライブラ」の非インヒビター保有血友
病A（日・米・欧）に対する開発、「テセントリク」の3つ
の適応拡大を含む、7プロジェクトの承認申請を計
画しています。
　3つ目は、「ソリューション提供体制の強化と新製
品の確実な市場浸透」です。4品目の新製品、「テセ
ントリク」、「アラグリオ」、「ヘムライブラ」、オビヌツ
ズマブ（「GA101」）に加え、「パージェタ」の適応拡大
（乳がんアジュバント）において、適正使用に根差し

た最速での価値最大化を図ります。さらに、ロシュ・
グループのFoundation Medicine社（FMI）が保
有する網羅的遺伝子解析プロファイリング技術の
日本における展開に着手し、がんゲノム医療を通じ
た個別化医療へのさらなる貢献を目指します。FMI
事業では、324のがん関連遺伝子の一括検出によ
り、コンパニオン診断薬機能や遺伝子プロファイリ
ングを通じた診断機能を有する情報サービスの提
供を予定しています。2018年4月に発足するPHC
推進部を中心に、事業始動への体制整備に取り組
んでいきます。

IBI 18当初の定量見通しを 
大きく上回る見込み

　2018年の業績は、薬価改定の影響を大きく受
ける一方、国内外での新製品・主力製品の成長を見
込み、売上収益5,415億円、Core営業利益1,080
億円の増収増益を予想しています。これにより、IBI 
18の定量見通しであるCore EPS CAGR＊1は、当
初想定したLow single digitを大幅に上回る9.5%
を目指します。
　なお、配当については、戦略的な投資資金需要
や業績見通しを勘案したうえで、安定的な配当を

＊１  2015年平均為替レートベース

2018年製商品売上高（「タミフル」を除く）予想

2,145

971

353
279279

1,181

4,929億円
+105億円, +2.2% +125 （+89.9%）

+121 （+19.9%）

△11 （△35.5%）

△24 （△29.3%）

+21 （+7.1%）

+21 （+6.3%）

+12 （+13.8%）

+60 （+35.9%）

+7 （̶）

△7 （△6.7%）

△11 （△1.2%）

△57 （△10.3%）

△100 （△29.9%）

△136億円, 
△3.5%

国内
3,748
      億円

国内
3,884
      億円

4,824億円

がん
△114億円, △5.0%

骨・関節
＋38億円, ＋4.1%

腎
△40億円, △10.2%

その他
△20億円, △6.7%

海外
+241億円, +25.6%

’18（予想）

2,259

933

393

299299

940

’17

海外
アレセンサ
アクテムラ
ヘムライブラ

オキサロール

エディロール
アクテムラ
ボンビバ

アレセンサ
アラグリオ
タルセバ
アバスチン
HER2フランチャイズ
リツキサン

264

730

20

58

317

352

99

227

7

98

920

495

234

がん

骨・関節

腎

（単位：億円／%は増減率）売上高予想

注：HER2フランチャイズ内訳 ハーセプチン(266) △70 （△20.8%）
  パージェタ(146) +10 （+7.4%）
  カドサイラ(83) +3 （+3.8%）

＊

＊  2016年まで個別に開示していた移植・免疫・感染症領域については、2017年より、 
その他領域に含めて開示しています。
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社長による戦略解説

ベースに、Core EPS＊2対比の配当性向で平均
50％を目処とする方針に変わりありません。これら
の方針に沿って、2017年の1株当たり配当金は10
円増配の62円、配当性向は44.7％とさせていただ
きました。2018年についても、同額の62円を予想
しています。また内部留保金については、一層の企
業価値向上に向け、将来のビジネス機会探索のた
めに効率的に投資を行い、株主価値向上につなげ
ていく計画です。

価値創造のロードマップは 
ますます確実に

　「アレセンサ」や「ヘムライブラ」といった自社創
製品と、「テセントリク」をはじめとする画期的なロ
シュ導入品は、中外製薬の成長の両輪として今後
の業績拡大を牽引していきます。さらに、当社独自
の改変抗体を中心とする革新的抗体プロジェクト
の連続創出、中分子医薬品の創出など、将来のさら
なる成長に向けた基盤構築も順調で、中外製薬の
価値創造のロードマップはますます確かなものに
進化しています。あわせて、コスト構造のさらなる
改革と、ダイバーシティ＆インクルージョン、ワーク

ライフシナジーの実現を柱とする働き方改革を通
じた生産性向上に取り組み、一層の高収益体質を
確立していく構えです。
　成功の鍵は、人財を価値創造の源泉ととらえ、そ
の力を高めること。そして、これまでと変わらずイノ
ベーションに集中することです。これにより、革新的
な医薬品とサービスの提供というミッションを果た
し、患者さんをはじめとするすべてのステークホル
ダーへの貢献の拡大を図っていく所存です。そし
て、こうした革新を通じて創出した成果が、資本市
場での評価と安定した配当につながるものと認識
しています。
　私は、このたび新たにCEOに就任しました。患者
さんへの貢献とイノベーションの追求を最優先と
し、ESGの視点を踏まえた非財務的価値も含めた
企業価値向上に全力を注ぐことをお約束します。中
外製薬は、今後も改革の手を緩めることなく、成長
に向けて邁進してまいります。引き続きのご支援を
よろしくお願いいたします。

＊2  中外製薬が定める非経常的
損益項目を控除したうえで
算出された、当社株主に帰
属する希薄化後1株当たり
当期利益

製 薬 営業・メディカル・安全性

創 薬 開 発

●  少量多品種生産に対応したバイ
オ抗体原薬生産設備の建設進展

●  「ヘムライブラ」FDA査察対応完
了、グローバル供給に向けたQC、
QA、レギュラトリー体制構築

●  3本部連携による 
新ソリューション提供体制

●  地域特性に応じた多様なニーズ
に対応するエリア戦略推進体制
整備

●  IFReCとの包括連携による
最先端の免疫学研究

●  ２つの自社改変抗体の臨床試験
開始

●  中分子創薬技術基盤確立の進展

●  「ヘムライブラ」三極同時申請、 
米国承認

●  「テセントリク」の複数がん種での
開発進展、肺がん二次治療承認

IBI 18のこれまでの成果トップ製薬企業像の実現に向けた定量目標進捗状況
（2017年）

1.  下記項目で大手国内製薬企業上位3位以内＊1

２.  戦略疾患領域における国内売上シェアトップ＊2

2017年の他の主要領域：腎領域（ESA製剤）2位、骨粗鬆症領域 
2位、リウマチ領域 3位

３. 海外収益比率の増加

＊1  各社決算データ：中外製薬：2017年12月期、同業他社：2016年
12月期または2017年3月期

＊2  Copyright © 2018 IQVIA.　出典：IMS医薬品市場統計 2017年
12月MATをもとに作成　無断転載禁止　市場の範囲は中外製薬定
義による

＊3  富士経済「2017医薬品マーケティング戦略」より中外製薬が算出

国内シェア △5位＊2

がん領域 ◯1位

海外収益比率 ◯23.1%

連結営業利益率 △4位

従業員1人当たり連結営業利益 ◯3位

MR1人当たり国内売上高＊3 ◯2位

グローバルトップクラスの競争力獲得・発揮に向け経営基盤強化
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エンゲージメントアジェンダ1　　 財務・資本戦略

Q. 財務目標についての考え方を教えてください。
マージン向上による絶対収益の持続的成長が、 
当社ビジネスモデルにおける重要な財務KPIです。

CFOによる投資家とのエンゲージメント

　ROE＊1という財務指標が日本でも重要視され、
株主・投資家の皆さまからもご質問を受けることが
多くなってきました。しかし、当社は、中期経営計画
IBI 18の財務目標としては「Core EPSのCAGR」＊2

を掲げています。その理由は、中長期にわたる持続
的な絶対利益成長を目指しているからです。

　３月22日付でCFOに就任いたしました板垣でご
ざいます。中外製薬に入社以来の35年間、企画系
と財務系の職務に携わってきました。ここ数年間は、
前CFOのもとで財務経理部の責任者を務めてまい
りましたが、これからは私自身がCFOとしての責務
を果たしていくことになります。
　当社は、革新的な医薬品とサービスを持続的に
提供し続けられるトップ製薬企業として、これからも

　ROEは、「売上高利益率（マージン）」×「総資産回
転率（ターンオーバー）」×「財務レバレッジ」に分解で
きます。中外製薬の場合、製造工程が比較的長いバ
イオ医薬品の割合が高く、万全の供給責務を全うす
るために相応の安全在庫を保有することもあって、
ターンオーバーの短縮には一定の制約があります。

あくなき挑戦をしてまいります。そのような中外製
薬であり続けられるよう、戦略を企画・推進し、資源
の効果的かつ効率的な配分・使用に努め、ありのま
まの姿とありたい姿を社内外のステークホルダー
と共有できるように対話の機会をつくっていきたい
と思います。引き続き、皆さまのご理解とご支援を
賜りますようお願い申し上げます。

上席執行役員 CFO
財務統轄部門長 兼 IT統轄部門長 兼 財務経理部長

中外製薬の目指す姿や、
非財務面も含めた企業活動と
その実態をご理解いただけるよう
株主・投資家の皆さまとの
積極的な対話に努めてまいります。

＊１  自己資本利益率（Return on 
Equity）

＊2  Core：IFRSベースでの実
績に当社が非経常事項とと
らえる項目の調整を行った
もの。当社ではCoreベース
での実績を、社内の業績管
理、社内外への経常的な収
益性の推移の説明、ならびに
株主還元をはじめとする成
果配分を行う際の指標とし
て使用している 
EPS（Earnings Per Share）：
当社株主に帰属する1株当た
りの当期利益 
CAGR（Compound Average 
Growth Rate）：一定期間に
おける年平均成長率
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また、ロシュとの戦略的アライアンスに基づく自主
独立経営を維持していくには、ロシュ持分比率を一
定範囲内にとどめておくことが肝要であり、自己株
式の取得・消却により株主資本を圧縮することは他

社に比べて容易ではありません。したがって、ROE
の改善には、マージン向上が一番のドライバーであ
り、その絶対額の持続的成長を株主目線で示したの
が「Core EPSのCAGR」ということになります。

＊3  仕入から販売に伴う現金
回収までの日数（C a s h 
Conversion Cycle）

＊4  資本コストを加味した税引
き後営業利益（Operating 
Profit After tax and Capital 
charge）

＊5  加 重 平 均 資 本 コ スト
（Weighted Average Cost 
of Capital）Q. では、ROEについては目標とせず、資本コストも意識していないということでしょうか？

ROE概念や資本コストについては、
社内の経営判断プロセスやメカニズムにビルト・インされています。
　リスクマネーの提供者である株主に対して、資本
を効率的に利用して期待するレベル以上の利益を
獲得することは、企業の当然の責務です。当社も、
在庫量やCCC＊3の管理によるターンオーバーの最
適化や、利益還元と成長投資のバランスを踏まえ
た配当政策による株主資本の適正化の努力をしっ
かりと行っています。
　また、資本コストを加味したOPAC＊4での管理を
行っており、中長期計画の策定時においては、資本

スプレッドを加味した目標とのギャップを明確にし
て、戦略を立案するなどしています。投資案件や開
発テーマの事業性評価もWACC＊5で現在価値に
割り引くなど、社内の経営判断プロセスやメカニズ
ムには、資本コストの概念が当然のようにビルト・イ
ンされています。公表している財務目標指標は
Core EPSだけですが、ROEや資本コストを軽視し
ているわけではありません。

エンゲージメントアジェンダ2　　 戦略投資と配当方針

Q. キャッシュ・フローの現状と今後の使途について教えてください。
豊富な営業キャッシュ・イン・フローを、
企業価値向上のため設備とR&Dへ戦略的に投入していきます。
　2017年末時点で、2,400億円強のネット現金を保
有しています。Core EPSが持続的に成長している限
り、営業活動からのキャッシュ・イン・フローも増加して
いくことが期待されます。新製品の市場導入や自社
創薬・開発への資金投入は都度、損益計算書（PL）に
費用として計上されますが、技術や開発品の導入や
資本提携、設備投資など将来の成長への投資の多く
は貸借対照表（BS）に計上されたまま、多大な資金支
出が必要となってきます。中外製薬は、こうした分野
への投資を積極的に推し進めてまいります。
　当面、大きなものとしては、施設・設備への投資が
あげられます。独自の抗体技術の活用などを通じ、
今後も革新的なプロジェクトが続々と生まれてきま
す。そうした複数プロジェクトの同時開発と高速上
市に対応すべく、ここ数年間かけて、抗体原薬生産
能力の増強に向けての投資を行ってきました。浮間
工場の新プラント（UK３）がその一例で、2018年中
に試作製造を開始し、2019年から商用生産を本格
化していく予定です。

　また、次世代の研究開発基盤の拡充に向けた大
規模な投資も控えています。2018年末には17万
㎡の事業用地（神奈川県横浜市）を買取り、2019年
から新研究所の建設に着工する計画です。
　加えて、外部との提携や導入などの戦略投資も
あります。IFReCとの免疫学研究活動にかかわる包
括連携に、10年間で100億円を拠出します。科学技
術の飛躍的な進展に伴い、これまでの技術やビジ
ネスモデルによって形成された業界構造を劇的に
変化させる破壊的イノベーションが起こりうる時代
のとば口に我々は立っています。その動向を察知
し、自ら機会を創造し、成長シナリオを描くことが必
要です。そうしたインテリジェンス機能を担う専任
組織として、科学技術情報部を2017年4月に新設
しました。新技術の獲得や、革新的技術を有する企
業との提携など、積極的に外に目を向け、オープン
イノベーションの機会も探索していきます。
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エンゲージメントアジェンダ3　　 投資家との対話方針

Q. 投資家をはじめとするステークホルダーとは、どのように接していきたいですか？
ありのままの当社を知っていただき、
双方向の対話を通じて価値の共有化を図っていきます。
　中外製薬を一言で表現するなら、私は迷わず
「Integr i ty」という言葉を選びます。英和辞典で
「Integrity」を引くと、高潔・誠実・清廉などの訳が
出てきますが、私は、「自分自身・所属組織・社会全
体に対して、余すことなく真摯に向き合って、ベスト
であると思うことを正直に推し進めていく姿勢」が
Integrityの本質だと考えています。
　35年前に入社したとき、企業３原則といわれる
「経済性の追求」「社会性の追求」「人間性の追求」
が当社の行動理念だと教わりました。社会の公器と
しての企業は、そのどれが欠けても成り立たず、特
に生命に携わる当社は、社会性と人間性の追求が
重要であると教育を受けてきました。最近になって
注視されているESGも、Integrityな経営や、社会
性と人間性を尊重した経営を意味しているのだと

思います。当社に綿々と引き継がれている行動理
念を追求すれば、ESGは企業が社会とともに共存
しながら持続的に成長していくために絶対に忘れ
てはならないことです。そうした非財務面も含めた
活動実態もステークホルダーの皆さまにお伝えし
ていきたいと思います。
　適時適切に定性・定量情報を提供していくこと
で、当社のありのままの姿をステークホルダーの
皆さまにご理解いただき、ご支援していただけるよ
うにすることは、CFOとしての重要な責務です。一
方向の情報発信にとどまることなく、双方向の対話
を通じて、皆さまの当社への期待をしっかりと受け
止め、経営にも反映していきたいと考えています。
皆さまからの忌憚ないご意見・ご要望をお待ち申し
上げております。

主な設備・R&Dなどへの投資状況と計画 

着手～完成年（予定） 投資額（予定） 事業所名 内容

2012～2021 476百万SGD CPR（シンガポール） 抗体改変技術を活用した開発候補品の創製

2013～2015 29億円 浮間工場 バイオ治験薬の製造能力の倍増（複数同時開発への対応）

2013～2018 60億円 宇都宮工場 少量多品種のプレフィルドシリンジ製造（トレイフィラーの導入）

2015～2017 60億円 藤枝工場 固形剤製造設備などの増強（高速上市および安定供給への対応)

2015～2018 372億円 浮間工場 少量多品種の抗体原薬の初期商用生産（UK3新設による生産能力の拡充）

2016～2018 434億円 ̶ 神奈川県横浜市戸塚区の事業用地購入

2017～2027 100億円 ̶ IFReCとの免疫学研究活動にかかわる包括連携

Q. 株主への利益還元についての方針を教えてください。
事業による企業価値の増大で期待に応えます。
利益配分は、当面、配当金と内部留保で折半します。
　まずは、画期的な新薬と革新的なサービスの創
出によって企業価値を継続的に増加させていくこ
とで株主価値を向上させ、株主の皆さまの期待に
応えていきたいと考えています。そのうえで、獲得
した利益は、安定的かつ継続的に増額していく配当
金で還元していきます。ここ数年間は、Core EPS
対比で平均して50%の配当性向を目処としていま

す。Core EPSの持続的成長が果たされている限
り、増配していくことは可能ですが、さらなる持続
的成長のためには、戦略的投資の手を緩めるわけ
にはいきません。当面は、ネット現金を現水準に維
持しながら、毎年の営業キャッシュ・イン・フローで
投資資金は賄える見込みです。

CFOによる投資家とのエンゲージメント
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業績推移

製商品原価率（%） 経費率（%） 

39.5

45.4 46.0

35.8

43.2

39.8

43.1

40.2

44.6

37.2

46.4

37.2

IFRS (Coreベース)日本基準

業務プロセス変革

　アクテムラ
　（関節リウマチ）

　 エディロール

　 ミルセラ

　パージェタ
　アクテムラ
　（皮下注製剤）
　ボンビバ

主要製品の国内上市時期

主要製品の海外承認時期

予算適正化

3,902億円
3,547億円 3,632億円

1,418
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506

228228
337

40.0%

18.6%

14.3%

6.4%6.4%
9.5%

397 11.2%

3,574億円

1,412

626

574

258258
374

39.5%

17.5%

16.1%

7.2%7.2%

330 9.2%

10.5%

3,429億円

1,237

576

610

262262
409

36.1%

16.8%

17.8%

7.6%7.6%

336 9.8%

11.9%

3,134億円

1,023

500
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240240

335

32.6%

16.0%

19.6%

7.7%7.7%
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10.7%

1,724
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611

44.2%

15.5%

12.5%

7.3%
188188 4.8%4.8%

15.7%

海外

製商品売上高
（タミフルを除く）

その他
移植・免疫・感染症

腎

骨・関節

がん
1,561

663

481

301
423

43.0%

18.3%

13.2%

8.3%
203203 5.6%5.6%

11.6%

自社創製品

　アクテムラ
　（関節リウマチ／
　 欧州）

　アクテムラ
　（関節リウマチ／
　 米国）

　アクテムラ
　（皮下注製剤／
　 米国）

財務・非財務ハイライト 国際会計基準（IFRS）
中外製薬株式会社および連結子会社／12月31日に終了した各会計年度

財務関連（Coreベース）

売上収益は、自社創製品の海外輸出と
ROOIの増加基調により継続的に拡大。
ROOIは、定常的・一時的収入から構成
され、前者は「アクテムラ」の海外販売と
連動して増加する一方、後者は年度ごと
に増減し、ROOIの変動要因となってい
ます。

営業利益率は、低水準の経費率の寄与に
より、一貫して高水準に。2017年は
ROOIの増加や自社品比率の増加に伴う
売上原価率の低下が営業利益率の増加
に寄与しました。2018年は、主力品の
成長とROOIの伸長により2年連続の最
高益を見込んでいます。

中期経営計画IBI 18では、2015年を基
準とするCore EPSの年平均成長率（～
3%台＊）を定量見通しとして掲げており、
社内外共通の重要な管理指標としていま
す。2018年予想ベースでは、当該指標
は、9.5%＊と当初の計画を大幅に上回る
見込みです。

売上収益／ロイヤルティ及びその他の
営業収入（ROOI）
（億円）

’14 ’15 ’16 ’17 ’18
  （予想）売上収益

ロイヤルティ及びその他の営業収入

4,988
4,611

304

4,918
5,342

191

349

5,415

430

242

営業利益／営業利益率
（億円／%）

’14 ’15 ’17’16
営業利益
営業利益率

16.8 16.4

18.2

773 806

19.3

1,032

’18
  （予想）

19.9

1,080

907

当期利益／Core EPS
（億円／円）

当期利益
Core EPS

’14 ’15 ’16 ’17 ’18
  （予想）

649

530
568

116.42

102.50

767

138.68

147.00

95.04

＊  2015年平均為替レートベース
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ゼルボラフ アラグリオ
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4,824億円

2,259

933
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299299
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46.8%
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　アクテムラ
　（皮下注製剤／
　 欧州）

　アレセンサ（米国） 　Hemlibra（米国・欧州）
　アレセンサ（欧州）

自社創製品「アクテムラ」の世界売上（日
本を含む）が2017年に19億スイスフ
ランを超え、ロシュ・グループの主力品
に成長。2017年末に欧米でも自社創
製品「アレセンサ」の1次治療の適応が
加わり、海外売上収益の牽引が期待さ
れています。

株主還元については、Core ベースの当
期利益を株主の皆さまと折半するという
考えのもと、Core EPS 対比の配当性向
で平均して50%を目処に、安定的な配
当を行うことを目標としています。中期
経営計画IBI 18においてもこの方針に
変更はありません。

中外製薬は、戦略的アライアンスを締結
しているロシュからの導入品増加に伴う
売上原価率の上昇を踏まえ、コスト構造
を大幅に改善してきました。現在では、
世界の大手製薬会社と遜色ないレベル
の経費率を継続的に達成しており、高い
収益性を確保しています。
ロシュからの導入品や自社創製品「アレセ
ンサ」によりがん領域が順調に成長する
一方、自社創製品で国産初の抗体医薬品
「アクテムラ」や、「エディロール」の牽引に
より骨・関節領域も継続的に伸長してい
ます。

Coreベースでの
実績について
IFRS（国際会計基準）への移行を機
に、2013年よりCoreベースでの実
績を開示しています。Coreベースで
の実績とは、IFRSベースでの実績に
中外製薬が非経常事項ととらえる事
項の調整を行ったもので、ロシュが
開示するCoreベースでの実績の概
念とも整合しています。中外製薬で
は、Coreベースでの実績を社内の
業績管理、社内外への経常的な収益
性の推移の説明、ならびに株主還元
をはじめとする成果配分を行う際の
指標として使用しています。なお、資
産負債およびキャッシュ・フローの推
移にはCoreベースでの実績のよう
な除外事項はありません。

ロシュ向け輸出／海外売上収益比率
（億円／%）

631
551

628

’14 ’15 ’17’16

19.1 19.6

764

23.1

’18
  （予想）

996

26.1
21.8

1株当たり配当金／Core配当性向
（円／％）

1株当たり配当金 特別配当
Core配当性向（Core EPSベース）

ロシュ向け輸出
海外売上収益比率

’14 ’15

48

50.5

’16

58
6

49.8

’17

52

50.7

62

44.7

’18
  （予想）

62

42.2
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注： 市場拡大再算定の対象となった品目（2013年：アクテムラ
／アバスチン、2016・2017年：アバスチン）については、
当該年度で新薬創出等加算の対象品の要件を満たしたと
推定し、新薬創出等加算品目としてカウントしています。

＊2 創薬・製薬関連の合計

研究・臨床開発・生産関連

’10＊3 ’14 ’15

新製品発売・適応拡大数／
新薬創出等加算品目の売上構成比率  
（件／％） （1,000GJ／GJ/人）

エネルギー消費量／
従業員1人当たりエネルギー消費量

’13 ’14

（件）

87 84

’15

74

’16

86

’17

95

研究実績に関する論文・学会発表数＊2

5

2

’13 ’14 ’15
新製品発売・適応拡大数
新薬創出等加算品目の売上構成比率

75 78

2

’16

78

’16 ’17

3

’17

73

2

7474

エネルギー消費量
従業員1人当たりエネルギー消費量

355
311 308 299

296296

2,384
2,184 2,211 2,170 2,185

研究開発費／研究開発費比率／パイプラインプロジェクト数

’11’10’09’08 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17

研究開発費（億円） パイプラインプロジェクト数（件）研究開発費比率（%）

28

3434

40

30

34

806

666
705

547553532

741

17.517.218.9

14.4
12.9

16.3
17.5

37

34

826819

16.816.4

39

889

16.6

41
IFRS (Coreベース)日本基準

アクテムラの
承認・開発

独自の抗体技術開発 CPR設立・事業拡張、自社品の導出

国際共同治験への参加

複数同時開発の設備投資

中外製薬は、売上規模の拡大とともに研究開発投資を増やし、革新
的な医薬品を継続的に生み出すとともに、世界の医療・製薬業界の
発展にも貢献しうる研究成果の創出につなげています。競合環境を
踏まえた迅速な研究開発や、将来の競争力獲得・強化に向けた先行
投資も積極的に行う一方で、経費全体としては、原則として売上収益
の伸び率の範囲内で経費の伸び率を抑える方針としています。

ロシュとの戦略的アライアンスのもと、早期臨床試験の結果を踏ま
えてロシュ品の導入を検討・判断できるなど、ロシュとの協働により
効率的で成功確率の高い新薬開発を進めてきました。近年は、革新
的な抗体医薬品の創製を加速するために事業拡張した中外ファーマ
ボディ・リサーチ（CPR）＊1における創製品を含め、複数の自社品が臨
床フェーズ入りしており、潤沢なパイプライン数を維持しています。

独自の創薬技術を継続的に確立して開発
品に適用するとともに、高品質・高付加価
値を支える工業化研究を推進すること
で、競合と差別化できる革新的な医薬品
を開発しています。医療全体の発展にも
貢献しうる研究成果を引き続き創出し、
学会発表や論文投稿を行っていきます。

新薬創出等加算の要件を満たす製品の
売上高構成比が一貫して高い水準となっ
ています。ロシュ品の効率的な国内市場
への導入による安定的な収益基盤のも
と、引き続き革新的な医薬品の創製に注
力することで、患者さんに新しい価値を
提供していきます。

設備導入により新薬の生産体制を拡充
する一方、コアバリューで定めた「地球
環境への配慮」という価値観に基づき、
課題の一つであるエネルギー消費量の
削減に取り組んでいます。

＊3 中期環境目標の基準年

＊1  2012年にシンガポールに設立
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7.1

13.0

18.1

29.7

（%）
在宅勤務制度利用率＊6（単体）

’15 ’16 ’17

（%）
男性の育児休職取得率＊5（単体）

’13 ’14 ’15 ’16 ’17

3.3 4.1

16.9

28.8

52.0

女性管理職比率＊4（単体）
（%）

’13 ’14

9.2
9.7

’15

10.7

’16

11.3

’17

12.5

8.8

23.5

男性
女性

従業員数／女性社員比率

’11’10’09’08 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17

従業員数（連結）（名） 従業員数（単体）（名） 女性社員比率（単体）（%）

24.524.223.823.5

4,671 4,679 4,764 4,887 4,910 4,936

25.0

7,023
7,2457,169

4,932 4,990 4,950

6,8366,7796,709
6,4856,383

6,872

24.7
25.4

26.5

7,372

4,981

26.826.826.2

経営人財育成プログラムの構築・実施 タレントマネジメントシステムの導入

長時間労働削減策の推進

ジェンダー・ダイバーシティ推進 ダイバーシティ推進室設置

ワークライフシナジー追求の展開

財務・非財務ハイライト

中外製薬では、患者さんへの貢献、すなわち価値提供を増大してい
くための源泉は人財であると考え、人財マネジメントの強化に取り
組んでいます。リーダーおよびコア人財の育成・確保に向けたタレン
トマネジメントシステムのほか、多様な人財によって新しい価値を生

み出すため、ダイバーシティ＆インクルージョンやワークライフシナ
ジーを推進しています。女性社員比率は上昇傾向にあり、制度面だ
けでなく組織風土として着実に浸透してきています。

在宅勤務制度は2012年に育児・介護・
深夜の海外との電話会議を対象として
導入後、2015年からは生産性向上や
一時的なけが・定期的な通院治療を対
象に利用条件を拡大し、利用者は増加
傾向にあります。多様な働き方の推進に
向けて、引き続き利用啓発に取り組んで
いきます。

女性管理職も年々増加しています。指標
として女性管理職比率2018年13%を
設定し、女性のキャリア形成や育成に向
けて、管理職候補者への研修などの施策
に注力しています。グローバルレベルで
見ればまだ改善の余地があるととらえて
おり、女性リーダーの育成を一層加速さ
せる方針です。

＊4 管理職に占める比率

人財マネジメント関連

ワークライフシナジーの推進に向けては、
さまざまな施策を展開することで、社員
個人のライフスタイルに合わせた働き方
の実現を目指しています。男性の育児休
職取得者も増えており、子どもが生まれ
た男性社員とその上司に対し育児休職取
得についてメールを発信するほか、上司
向けハンドブックに取得事例やマネジメン
トポイントをまとめ案内しています。

＊5 子どもが生まれた男性社員に占める比率

＊6 制度利用対象者に占める比率
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領域別の概況
機会とリスク 2017年の概況

がん領域

製商品売上高および構成比

機会
●   がんはアンメットメディカルニーズの代表疾患（日本人
の死亡原因第１位）

●  個別化医療の進展により薬剤の有効性向上や副作用
低減に期待

●  第3期がん対策推進基本計画によるがんゲノム医療
の加速

リスク
●  抗PD-1/抗PD-L1抗体をはじめとするがん免疫療法の
世界的競争激化

●  主力品の新薬創出等加算の返還
●  大手製薬企業のバイオシミラーへの参入

国内は、当社の主力品「アバスチン」の成
長が鈍化したものの、「アレセンサ」および
「パージェタ」が好調に推移し、製商品売
上高は2,259億円（前年比2.5％増）とな
りました。
自社創製品「アレセンサ」のロシュ向け輸
出が139億円（同275.7%増）と順調に推
移するなど、海外も含めた製商品売上高
は2,524億円（同6.7%増）となりました。

骨・関節領域／
自己免疫疾患領域

製商品売上高および構成比＊1

機会
●  関節リウマチは生物学的製剤の登場により治療効果が
劇的に向上し、治療のゴールが寛解（症状のない状態）に

●  骨粗鬆症の患者数は高齢化とともに年々増加
●  骨粗鬆症における治療率と治療継続率が依然として
低いため、潜在患者数が多い

●  アンメットメディカルニーズの高い自己免疫疾患が多数
存在（視神経脊髄炎、大型血管炎、全身性強皮症など）

リスク
●  リウマチ市場の世界的な競争激化
●  中長期的な「アクテムラ」の成熟化による成長鈍化
●  生物学的製剤に対するバイオシミラーの登場

国内は、関節リウマチなどを適応症とする
自社創製品「アクテムラ」や、同じく自社創
製品である経口骨粗鬆症治療剤のトップ
ブランド「エディロール」、骨吸収抑制によ
り骨粗鬆症を治療する「ボンビバ」といった
主力品の堅調な推移により、製商品売上
高は933億円（同8.4％増）となりました。
115カ国以上で承認され、ロシュを通じて
販売されている「アクテムラ」輸出など、海
外も含めた製商品売上高は、1,542億円
（同5.3%増）となりました。

腎領域
製商品売上高および構成比

機会
●  慢性腎臓病（CKD）について、国も重点的な取り組みを
進めており、潜在患者さんへの早期治療介入に伴い、
腎性貧血の治療率向上に期待

●  腎性貧血は透析期と保存期（透析前）に分けられ、保存
期の治療患者さんは年々増加傾向

リスク
●  腎性貧血市場の競争激化

国内は、後発品を含む競合の影響などに
より二次性副甲状腺機能亢進症治療剤
「オキサロール」や持続型赤血球造血刺
激因子製剤「ミルセラ」の売上が減少し、
腎領域の製商品売上高は393億円（同
4.4％減）となりました。

その他の領域

製商品売上高および構成比

機会
●  神経疾患領域は、多岐にわたる病態・症候群があり、
アンメットメディカルニーズが非常に高い

●  インフルエンザは急な高熱で人口の10％以上を臥床
させる急性感染症

●  血友病は治療の負担やインヒビターの発生が課題
●  アトピー性皮膚炎に伴うかゆみは、皮膚炎の悪化に
加え、睡眠を妨げることにより患者さんのQOLを低下

リスク
●  既知の標的分子が限られていることに起因する世界的
な競争激化

●  アンメットメディカルニーズが高い半面、対象となる
患者数が少ない可能性がある

抗インフルエンザウイルス剤「タミフル」
の通常シーズン向けの売上は119億円
（同0.8％減）、行政備蓄向け等の売上は
50億円（同233.3％増）でした。免疫抑制
剤「セルセプト」も堅調な推移を示し、そ
の他の領域の製商品売上高は532億円
（同9.7%増）となりました。

2,524億円
（前年比6.7%増）

50.6%50.6%

532億円
（前年比9.7%増）

10.7%10.7%

1,542億円
（前年比5.3%増）

30.9%30.9%

394億円
（前年比4.4%減）

7.9%7.9%

＊1 骨・関節領域
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製商品売上高の推移 主要製品の売上高 開発品（適応拡大を含む）

がん領域 
　国内売上シェア1位＊2

（億円）

（億円）   AF802（アレセンサ）
 RG435（アバスチン）
 RG1273（パージェタ）
 RG3502（カドサイラ）
 RG7446（テセントリク）
 GA101
 RG7440
 RG7596
  GC33
 CKI27

 RG7604
 ERY974

 RG7421

骨粗鬆症領域 
　国内売上シェア2位＊2

リウマチ領域 
　国内売上シェア3位＊2

（億円）

（億円）  ED-71（エディロール）
 NRD101（スベニール）
  MRA（アクテムラ）
  SA237

 RG7845

腎領域 
　国内売上シェア2位＊2

（億円）

（億円）  EOS789

その他の領域 
（億円）

（億円）  ACE910（ヘムライブラ）
 RG1450
 RG7412
 RG6206
 RG7916
 RG3637
 CIM331
 URC102
 SKY59
 PCO371

 RG7716

2,313

2,157

2,365

2,203
2,259

2,524

’15 ’16 ’17
国内 国内外合計

’15 ’16 ’17

1,430 1,465 1,542

794 861 933

国内 国内外合計

’15 ’16 ’17

455 412 394
454 411 393

国内 国内外合計

’15 ’16 ’17

486 485 532

376
82

322

135

299

169

国内（タミフルを除く）

国内外合計
国内（タミフル）

財務・非財務ハイライト

アバスチン
ハーセプチン
リツキサン
アレセンサ（国内）
パージェタ
ゼローダ
タルセバ
カドサイラ
アレセンサ（海外）
ノイトロジン（海外）

931
336
334

167
136
122
105
80
139
123

アクテムラ（国内）
エディロール
スベニール
ボンビバ
アクテムラ（海外）

331

609

296
88
87

ミルセラ
オキサロール

239
82

タミフル
セルセプト

169
89

　 自社創製品

注：グラフは骨・関節領域

＊2  Copyright © 2018 IQVIA.　出典：IMS医薬品市場統計 2017年12月MATをもとに作成　無断転載禁止　市場の範囲は中外製薬定義による
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2017年以降進展が見られたもの　　◆個別化医療に基づく創薬　　➡導出先にて開発（海外：ガルデルマ社、国内：マルホ株式会社）　※ 中外製薬主導の国際共同治験

開発コード（*適応拡大） 予定適応症 第Ⅰ相
開発ステージ

第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請中 承認 承認／申請時期［申請予定年］

（海外）

（海外）

（中国）

がん領域

骨・関節領域

神経疾患領域
（国際共同治験）
（国際共同治験）
（Ⅱ/Ⅲ）（国際共同治験）

（国際共同治験）

◆

（国際共同治験）
（国際共同治験）

（国際共同治験）

（国際共同治験）※

◆

◆ 非小細胞肺がん[一次治療]

◆

◆

◆

（国際共同治験）

（国際共同治験）
（国際共同治験）※

RG435*
RG1273*

AF802 (RG7853)

GC33 (RG7686)

GA101 (RG7159)

CKI27

MRA* (RG1569)

RG1450

SA237 (RG6168)

RG3502*

◆

RG7596

RG7604 ◆

◆

◆

RG7446 ◆

◆

◆

◆

◆

自己免疫疾患領域

RG7916

その他の領域

◆RG3637
CIM331

URC102

（国際共同治験）

（国際共同治験）
（海外）

腎細胞がん
乳がん（アジュバント）
濾胞性リンパ腫

乳がん（アジュバント）

肝がん

巨細胞性動脈炎
高安動脈炎／巨細胞性動脈炎
全身性強皮症

ED-71 骨粗鬆症
（中国）NRD101 変形性膝関節症／肩関節周囲炎

視神経脊髄炎
RG7845 関節リウマチ

アルツハイマー病
RG7412 アルツハイマー病

固形がん

びまん性大細胞型B細胞リンパ腫

固形がん

RG7440 前立腺がん
◆ 乳がん

ERY974 固形がん
RG7421 固形がん

非小細胞肺がん[二次治療]

（国際共同治験）
（国際共同治験）

非小細胞肺がん（アジュバント）
小細胞肺がん
尿路上皮がん

（国際共同治験）筋層浸潤尿路上皮がん（アジュバント）
◆ （国際共同治験）腎細胞がん
◆ （国際共同治験）腎細胞がん（アジュバント）
◆ （国際共同治験）

（国際共同治験）
（国際共同治験）
（国際共同治験）

乳がん
◆ （国際共同治験）卵巣がん
◆ （国際共同治験）前立腺がん

脊髄性筋萎縮症
RG6206 デュシェンヌ型筋ジストロフィー

腎領域
EOS789 高リン血症

特発性肺線維症

アトピー性皮膚炎➡
透析そう痒症

血友病A（インヒビター非保有）

痛風

血友病A（インヒビター保有）ACE910 (RG6013)

（国際共同治験）

副甲状腺機能低下症PCO371 （海外）

（海外）

発作性夜間ヘモグロビン尿症SKY59 (RG6107) （Ⅰ/Ⅱ）（国際共同治験）

滲出型加齢黄斑変性／糖尿病黄斑浮腫RG7716

’17/9（欧州）

’17/11（米国）
’17/6（欧州）
’17/7
［’18］
［’20～］
［’20～］

’17/10
［’18］
［’20～］
［’20～］
［’20～］
［’20～］

［’18］
［’19］

’17/8

’18/1
［’18］
［’20～］
［’19］
［’20～］
［’20～］
［’18］

［’18］
［’20～］

［’20～］
［’20～］

◆ 非小細胞肺がん[一次治療] 

’17/11（米国）、’17/12（欧州）

’17/8
［’18］
［’19］

［’20～］
［’20～］
［’20～］

新製品開発状況 （2018年2月1日現在）
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注：各相の臨床試験は、原則として投与の開始をもって試験開始としています。

一般名／製品名 オリジン（共同開発） 作用機序など

codrituzumab／製品名未定

ベバシズマブ／アバスチン（海外製品名：Avastin）
ペルツズマブ／パージェタ（海外製品名：Perjeta）
オビヌツズマブ／製品名未定（海外製品名：Gazyva/Gazyvaro（EU））

トシリズマブ／アクテムラ
（海外製品名：Actemra/RoActemra（EU））

satralizumab／製品名未定

gantenerumab／製品名未定

ロシュ
ロシュ

自社（ロシュ）

自社（ロシュ）

ロシュ

自社（ロシュ）
自社

ロシュ（日本新薬株式会社）

ロシュ／MorphoSys

自社（ロシュ）

抗VEGF（血管内皮増殖因子）ヒト化モノクローナル抗体（注射剤）
HER2二量体化阻害ヒト化モノクローナル抗体（注射剤）

ALK阻害剤（経口剤）アレクチニブ塩酸塩／アレセンサ（海外製品名：Alecensa）

トラスツズマブ エムタンシン／カドサイラ（海外製品名：Kadcyla）

アテゾリズマブ／テセントリク（海外製品名：Tecentriq）

抗HER2抗体チューブリン重合阻害剤複合体（注射剤）

抗グリピカン3ヒト化モノクローナル抗体（注射剤）

糖鎖改変型タイプⅡ抗CD20モノクローナル抗体（注射剤）

一般名未定／製品名未定

ロシュポラツズマブ ベドチン／製品名未定 抗CD79b抗体薬物複合体（注射剤）

ロシュtaselisib／製品名未定 PI3K阻害剤（経口剤）

ロシュ 改変型抗PD-L1モノクローナル抗体（注射剤）

Raf／MEK阻害剤（経口剤）

活性型ビタミンD3誘導体（経口剤）

ヒト化抗ヒトIL-6レセプターモノクローナル抗体（注射剤）

抗IL-6レセプターリサイクリング抗体（注射剤）

抗アミロイドベータヒトモノクローナル抗体（注射剤）

一般名未定／製品名未定 ロシュ／PTC Therapeutics SMN2 スプライシング修飾剤（経口剤）

nemolizumab／製品名未定
ロシュ
自社

レブリキズマブ／製品名未定 抗IL-13ヒト化モノクローナル抗体（注射剤）
抗IL-31レセプターAヒト化モノクローナル抗体（注射剤）

一般名未定／製品名未定 自社／JW Pharmaceutical（JW Pharmaceutical） URAT1阻害剤（経口剤）

エミシズマブ／ヘムライブラ
（海外製品名：Hemlibra）

自社（ロシュ）

エルデカルシトール／エディロール 自社
ヒアルロン酸ナトリウム製剤（注射剤）精製ヒアルロン酸ナトリウム／スベニール 自社

一般名未定／製品名未定 ロシュ BTK阻害剤（経口剤）

crenezumab／製品名未定 ロシュ／AC Immune 抗アミロイドベータヒト化モノクローナル抗体（注射剤）

ロシュ／Array BioPharmaipatasertib／製品名未定 AKT阻害剤（経口剤）

自社一般名未定／製品名未定 抗グリピカン3/CD3バイスペシフィック抗体（注射剤）
ロシュ／Exelixis Cotellicコビメチニブ／製品名未定 MEK阻害剤（経口剤）

一般名未定／製品名未定 ロシュ／Bristol-Myers Squibb 抗ミオスタチン adnectin（注射剤）

一般名未定／製品名未定 自社 ― （経口剤）

抗factor Ⅸa/Ⅹ バイスペシフィック抗体（注射剤）

一般名未定／製品名未定 自社 PTH1 受容体アゴニスト（経口剤）
一般名未定／製品名未定 自社（ロシュ） 抗C5リサイクリング抗体（注射剤）

一般名未定／製品名未定 ロシュ 抗VEGF/Ang2 バイスペシフィック抗体（注射剤）

財務・非財務ハイライト
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＊1  Copyright © 2018 IQVIA.　出典：IMS医薬品市場統計 2017年12月MATをもとに作成　無断転載禁止　市場の範囲は中外製薬定義による
＊2  当社定義による医師のみを対象とした企業総合評価に関する調査結果に基づく

2017年の活動一覧

項目 主要課題 2017年の主な取り組み・実績

研究

•  ファーストインクラス、ベストインクラスの新薬の
継続的な創出
•  個別化医療に貢献する分子標的治療薬の創出
•  革新的な独自研究技術の強化と革新的な新規抗体創製
•  アジア地域の研究者の支援、教育
•  国際基準に合致した、より高いレベルの動物福祉の実践

•   開発パイプラインにおける自社創製品数：13品目
（2018年2月1日現在）
• 中外ファーマボディ・リサーチ（CPR）の事業拡張
•  独自の革新的技術の論文・学会発表数：61件
（2013-2017年）
•  研究実績に関する論文数：97本（2013-2017年）
•  研究開発費比率：16.6%

開発

•  アンメットメディカルニーズに応える医薬品の臨床
開発の向上
•  早期市場導入に向けたグローバル臨床開発の生産性・
スピードの向上
•  個別化医療に貢献する治療薬と診断薬の同時開発・
同時承認
•  製品価値最大化に向けたライフサイクルマネジメント
体制の強化

•  パイプラインプロジェクト数：41件  
（2018年2月1日現在）
•  新製品発売・適応拡大数：14件
（2013-2017年）
•  個別化医療に基づく開発プロジェクト数：
21件（2018年2月1日現在）
•  ロシュからの導入品目数：15品目  
（2013-2017年）

生産

•  高品質な医薬品および治験薬の安定供給
•  グローバルでの高速上市・複数同時開発を実現するための
体制強化
•  早期PoC実現へのCMC開発のレベルアップ
•  後期開発から市販後までの競争基盤のレベルアップ
•  グローバルに通用するQC（品質管理）、QA（品質保証）、 
レギュラトリー機能の実現

•  抗体および低分子医薬品の高速上市・複数同時開発に
向けた設備投資（浮間事業所でのバイオ原薬製造棟
（UK3）の新設、藤枝工場での固形剤製造設備の増設
など）
•  FDAによる「ヘムライブラ」承認前査察と承認取得
•  グローバルなサプライチェーンマネジメントの強化
•  原薬製造および製剤化の次世代コア技術の強化

マーケティング

•  がん・抗体医薬品のリーディング・カンパニーとして
医療の発展に寄与
•  標準治療、地域医療、個別化医療の普及への貢献
•  コンサルティング機能とリエゾン（懸け橋）機能による治療
への貢献
•  営業生産性向上を目指したエリア戦略の強化
•  重点製品領域での疾患啓発活動と患者さんへの
支援活動

• 抗体医薬品国内売上シェア：27.3%＊１

• がん領域国内売上シェア：20.2%＊１

•  病院市場（100床以上）における売上シェア：1位＊１

•  医療従事者からの満足度評価（100床以上）：3位＊2

•  高度な専門性を有するMRの育成

メディカル
アフェアーズ

•  適切な分業の中で、国内のみならず全世界で一貫した
メディカル活動推進体制の構築
•  ヘルスケアコンプライアンスおよび契約に基づく
市販後臨床研究におけるガバナンスの体制強化
•  エリアにおけるエビデンス創出活動とサイエンティ
フィックコミュニケーション活動の推進
•  グローバルメディカルインフォメーション機能の導入

•  契約に基づく市販後臨床研究：25件
（2018年1月末現在）
•   日本臨床試験学会認定GCPパスポート取得者数：
153名（2018年1月末現在）
•  日本製薬医学会によるMSL認定制度
第三者認証取得
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各部門におけるESGの取り組み事例

• 「リサイクリング抗体」「スイーピング抗体」「バイスペシ
  フィック抗体」をはじめとする独自の抗体技術の活用に
よる開発品創製
•  IFReCとの包括連携契約に基づく連携推進ラボが稼働
•  実験に携わる全研究員を対象に継続的に動物福祉に
関する教育を実施

  環　境  • エネルギーの見える化による従業員のエネルギー削減意識の醸成
 •  鎌倉研究所にて地元の高校と合同で研究所内を通る「新川」の清掃活動を継続

社　会  • 鎌倉研究所にてがん検診の重要性を啓発する活動を実施
 •  東日本大震災の被災地支援の一環として、鎌倉研究所にて被災地物産 

販売会を実施

•  ロシュ・グループとの共同開発プロジェクト数：33件
（2018年2月1日現在）
•  未承認薬・適応外薬の開発要請への対応：
7件承認取得済み（2013-2017年）

 人　財  • 育休取得者などが復帰後に活躍できる風土を醸成
 • グローバルで活躍するリーダーの育成として異文化理解学習を実施
 • グローバルで活躍するために他業種外部講師による勉強会を実施

 生産性  •  ロシュシステムをさらに活用した「New Operation Model」の構築
  •  改善活動の推進による生産性向上や意識改革の実現

•  前期開発段階からのコスト低減、剤型戦略立案、
実行による開発力の強化
•  専門性強化および業務効率化に向けたQC機能の
体制整備

 環　境  • 高効率空調機の計画的導入による温暖化効果ガスの削減
 •「 エネルギーの見える化」タスクチームによるエネルギー使用量削減の推進

 社　会  • 地域の消防署と連携し、自衛消防活動を推進
 人　財  •  新たな強み創出と基盤技術強化を目的に技術検討活動「Techno」を推進
  •  提案・改善活動を通じた若手育成の取り組みとして「U-MAST（宇都宮工場）」

「UK-NEXT（浮間工場）」「F-OPEX（藤枝工場）」を開催
 •  部門を超えた交流会「Knowledge Cube（営業・メディカル・製薬）」

「BRIDGE（研究、臨床、TCR、製薬）」を開催

生産性  • 3工場・研究部・品質保証部によるLean Activity Leader活動を展開
 •  BBQ（Bilateral actions of Business and Quality）活動への取り組み

•  調査・副作用データベースツールの活用およびセーフティ
エキスパートとの連携による安全性情報に関するコミュニ
ケーションの強化
• エリアごとのマーケティング機能強化
• 患者さんを中心とした地域医療やチーム医療の支援活動
•  患者さんと医療従事者とのコミュニケーションを円滑にす
る服薬適正化支援アプリの試験的実施を通じた薬剤の適
正使用推進活動

 環　境  • 営業車のエコカー導入
 • 会議資料などのペーパーレス化を推進

 社　会  • 検査実施率・精度向上の支援を通じた薬剤の適正使用を推進
 • 肺がん向上性委員会へ参加し、患者さんの薬剤に対する要望をヒアリング
 • 異業種との連携による疾患認知活動の推進
 • ロコモティブシンドローム対策として、年9回Bone&Jointフォーラムを開催
 • 動画制作・発信を通した疾患啓発・治療継続推進活動
 •  企業ウェブサイトでの、がん治療に関係する新たな課題（がん患者さんの認

知症）についての情報発信
 •  かかりつけ薬剤師の普及認知促進動画「ある、かかりつけ薬剤師の1日」の制作
 • FMラジオによる疾患啓発活動

 人　財  • 部門横断の提案対話会「イノベーション倶楽部」の実施

•  契約に基づく非臨床共同研究数：11件（2018年1月現在）
•  メディカルインフォメーション部へのお客さまからの
お問い合わせ件数：57,488件（電話、メール、FAXを含む）
•  プロダクトリサーチ部における
研究論文数：26本（2017-2018年）
学会発表数：海外18件、国内24件（2017-2018年）
学会受賞歴：国内2件（2017-2018年）

人　財  • グローバルメディカル人財育成視点での教育プログラムを実施
 生産性  •  Global collaboration teamを設置し、海外子会社における業務の

見える化を推進

環　境  環境保全 　 社　会  社会への価値提供 　 人　財  人財 　 生産性  生産性向上
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項目 主要課題 2017年の主な取り組み・実績

医薬安全性

•  世界で最も厳格かつ広範囲なグローバル規制に準拠した
安全性情報管理体制強化
•  安全性情報を活用した、患者さん・医療従事者への
ソリューション提供
•  医薬品リスク管理計画（RMP：Risk Management Plan）の
策定とその徹底

•  グローバル基準に従い国内外から収集した
治験および市販後の安全性情報件数：
136,151件（2017年1-12月）
•  疫学・ITなどの先端技術を用いた安全性情報創出機能
の強化と、安全性情報を取り扱う専門職種（セイフティ
エキスパート）の設置（2017年4月）
•  RMPの積極的作成と運用によるリスクマネジメントの
徹底：12製品（2018年2月現在）

知的財産

•  汎用性のある革新的技術の権利保護と有効活用
•  質の高い特許出願と効果的な資源投入
•  グローバル共同開発を視野に入れた海外への出願の
積極的展開

•  特許保有件数（出願中を含む）：4,219件
•  全世界での特許取得件数：188件
•  オキサロール軟膏後発品訴訟における市場防衛

項目 主要課題 2017年の主な取り組み・実績

環境保全と
安全衛生

•  地球温暖化防止活動、省資源、廃棄物削減の推進
•  化学物質管理の徹底
•  環境情報の公開
•  環境意識の向上と環境に関する地域社会への貢献
•  安全・快適な職場づくりの推進

•  20１０年比従業員1人当たりのエネルギー消費量：
△16.6%（国内中外製薬グループ）
•  2017年廃棄物再資源化率：76.4%
（国内中外製薬グループ）
•  2017年廃棄物最終処分率：0.8%
（国内中外製薬グループ）

社会貢献活動

•  障がい者スポーツの支援を通じた共生社会の実現
•  次世代の科学技術を担う人財の育成
•  ボランティア活動支援
•  地域への社会貢献

•  障がい者スポーツの啓発・応援活動
（競技大会への特別協賛、練習会場の提供、
体験会の開催）
•  在宅福祉移送サービスカー寄贈：5団体に各1台寄贈
（33年間累計で248台寄贈）
•  リンパ管腫への無償医薬品供与先国数：80カ国以上
（27年間累計）

コーポレート・
コミュニケーション

•  国内外の機関投資家、証券アナリスト、個人投資家
などへの積極的な情報開示とIR活動の推進
•  報道関係者との良好な関係構築と適時適切な情報発信
（メディアリレーションズ）
•  海外への情報発信強化と国内外の中外グループ各社の
危機管理体制向上に向けたグローバル広報の推進
•  企業ブランド構築および浸透

•  メディアおよび機関投資家向け説明会・懇談会：16回
•  国内外の投資家・証券アナリストとの面談人数：延べ436名
• 個人投資家および株主向け説明会：8回
• 株主およびメディア向け工場見学会：2回
• 株主総会：参加者数534名
• グローバルプレスリリース配信：14回

コーポレート・
ガバナンス

•  意思決定の迅速化、執行責任の明確化、経営の透明化
•  外部視点の導入による意思決定の充実
•  内部統制システムの整備
•  薬機法、公正競争規約、プロモーションコードなど各種
法令などの遵守推進

•  取締役会実施回数：9回
（社外取締役平均出席率100％）
•  監査体制：監査役4名（うち社外監査役2名）

人財

•  変革期に求められる人財の能力開発
•  多様な人が活躍できる職場環境づくり
•  健全な労使関係の構築
•  BCG・人権研修をとおした高い倫理観の醸成、継続的な
人権啓発

•  リーダー開発プログラム、全社員共通プログラム、
部門別プログラム、SIP（Self-Innovation Program）実施
•  ロシュ人財交流プログラム派遣者数：164名
（2004-2017年）
•  女性管理職比率＊3：12.5％
• 在宅勤務制度利用率＊4：男性13.0%、女性29.7%
•  育児休職取得率：男性52.0％、女性98.8％
•  障がい者雇用率：2.17%

＊3  管理職に占める比率（単体ベース）
＊4 制度利用対象者に占める利用者の割合

32 中外製薬株式会社



2017年の活動一覧

各部門におけるESGの取り組み事例

•  製造販売後調査の結果をもとにした安全性に
関する論文・学会発表数：20件（2017年）

 環　境  • 保管資料、会議資料のペーパーレス化を推進
 社　会  • 正確な医療情報発信に向けたメディアへの啓発活動を実施
 • 医療従事者向け講演を通じた、最新の医薬品安全性に関する情報提供
 • 日本の疫学データベースの充実に貢献

 生産性  •  ICTを活用し、医師が必要な安全性情報を適時提供できるシステム・
体制を構築

  • 画像共有システムの導入による、プロセス・紙の省力化の実現
  •  製造販売後調査や個別副作用のデータマネジメント業務の

アウトソーシング化

• 他社特許監視体制の運用
•  知財検討会の範囲拡大などの製薬本部における
連携強化

 環　境  • 社外発表許可申請の部内運用におけるペーパーレス化スキームの立案
人　財  •  海外の特許出願に関する海外の法律事務所との直接コミュニケーション

円滑策の実行

 生産性  • 海外代理人の集約によるコスト削減効果の確認

ウェブサイトにおける詳細掲載項目（2018年3月31日時点）

•  エコカー導入比率：78.1%
• 「健康経営優良法人2018（ホワイト500）」認定取得
•  労働災害度数率：1.52（労働災害による死傷者数÷
延労働時間数×1,000,000）
•  労働災害強度率：0.006（労働損失日数÷延労働時間数
×1,000）

環境保全、安全衛生および健康保持増進への取り組み／中期環境目標／安全衛生活
動／気候変動への取り組み／化学物質管理／省資源・廃棄物管理／大気・水質・土壌
汚染防止／教育・コミュニケーション・環境会計／データ集

•  チーム中外として24時間チャリティイベント
「リレー・フォー・ライフ・ジャパン」参加箇所数：
全国29カ所で参加
•  生物実験教室開催：12回、110名参加
•  早稲田大学提携講座開講：2講座
•  ボランティア休暇取得者数：48名
•  ピンクリボン活動への参加

リレー・フォー・ライフ・ジャパン／希少な難病・小児リンパ管腫に苦しむ患者さんを支
援／中外製薬の社会貢献活動／社会への取り組み／障がい者スポーツを応援してい
ます

•  ブランディング活動（TVCM、新聞広告掲載）
• 「第19回日経アニュアルリポートアウォード グランプリ」
 受賞
•  平成29年度「ディスクロージャー優良企業選定医薬品部門」
第3位
• 「第85回毎日広告デザイン賞 部門賞」受賞

株式関連情報／株主総会／株主還元／業績・財務情報／個人投資家の皆さまへ／中
外ブランドストーリー／動画・広告ライブラリー

•  Chugai International Council（CIC）の実施
•  コンプライアンス委員会実施回数：4回
•  CSR推進委員会実施回数：2回

コーポレートガバナンス基本方針／コーポレート・ガバナンス報告書／内部統制システ
ムに関する取締役会決議／ロシュとの戦略的提携／中外透明性ガイドライン／緊急時
への対応

•  BCG・人権研修参加者数：延べ13,856名
（複数回参加を含む：国内中外製薬グループ）
•  国内外従業員を対象としたコンプライアンスアンケート
調査の実施：参加者数6,595名
（国内6,131名、海外464名）
•  経済産業省・東京証券取引所「平成29年度 なでしこ
銘柄」選定
•  経済産業省「平成29年度 新・ダイバーシティ経営企業
100選」選定

行動規準／一人ひとりの能力と適性に応じたタレントマネジメント／多様な人財の活
躍につなげる人事処遇制度／働きやすい環境づくり／中外ＢＣＧをわたしたち自身の
ものとし、実践するために／ダイバーシティ＆インクルージョンへの取り組み／ダイ
バーシティ＆インクルージョン推進体制／多様な人財の活躍推進の取り組み／ワーク
ライフバランスの取り組み／ダイバーシティ＆インクルージョン関連データ集

環　境  環境保全 　 社　会  社会への価値提供 　 人　財  人財 　 生産性  生産性向上
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株式情報 （2017年12月31日現在）

株価指標

期末株価÷基本的1株当たり当期利益
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期末株価÷1株当たり当社の株主帰属持分
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（％）
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3.00

1株当たり配当金÷期末株価

’15’14’13

31.69

37.86

24.87

3.70

2.71
2.22 1.62

1.37

1.94

株価収益率（PER） 株価純資産倍率（PBR） 配当利回り

’14 ’15’13 ’14 ’15’16

34.19

2.84 1.55

’16 ’16’17

43.37
4.56

1.07

’17 ’17’13

ロシュ
335,223,645株 59.89% （株主数：1）

101,090,248株 18.06% （株主数：648）
ロシュ以外の外国法人など

金融機関
76,970,222株 13.75% （株主数：71）

個人・その他
20,897,585株 3.73% （株主数：19,820）

その他法人
5,062,791株 0.90% （株主数：153）

12,909,947株 2.30% （株主数：1）
自己名義株式

金融商品取引業者
7,531,451株 1.35% （株主数：38）

ロシュ以外の
外国法人など

金融機関

個人・その他
自己名義株式

金融商品取引業者 その他法人

ロシュ

所有者別
分布状況

559,685,889株

（百万株）（指数）
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TOPIX-17 医薬品は、東証一部上場の医薬品銘柄によって構成される時価総額加重型の株価指数です。 
2012年12月30日の終値を100としています。

売買高（右軸） 日経平均（左軸）

株価指数に対するパフォーマンス＊1

中外製薬（左軸） TOPIX-17医薬品＊2（左軸）

＊1

＊2

’13/1 9753 11 ’14/1 9753 11 ’15/1 9753 11 ’16/1 9753 11 ’17/1 9753 11

大株主（上位10名）
株主名 持株数（千株）議決権比率（％）

ROCHE HOLDING LTD 335,223 61.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 25,154 4.60

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 16,386 2.99

JP MORGAN CHASE BANK 385147 16,087 2.94

JP MORGAN CHASE BANK 380055 9,151 1.67

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234 4,262 0.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 3,975 0.72

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口7） 3,794 0.69

JP MORGAN CHASE BANK 385632 3,792 0.69

MSCO CUSTOMER SECURITIES 3,219 0.58
注： 当社は自己株式12,909,947株を所有していますが、上記の大株主（上位10名）の中には含めてい

ません。

株価情報（2017年1月1日～2017年12月31日）
株価

最安値 最高値
1月～3月 ¥3,330 ¥3,940
4月～6月 3,765 4,365
7月～9月 4,085 4,715
10月～12月 4,655 5,980

株式分布状況
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会社概要  （2017年12月31日現在）

商号

創業

設立

所在地

資本金

従業員数

発行済株式総数

株主数

上場証券取引所

決算日

定時株主総会

株主名簿管理人

公告掲載方法

お問い合わせ先

 中外製薬株式会社

 1925年（大正14年）

 1943年（昭和18年）

 東京都中央区日本橋室町2-1-1

 73,202百万円

 7,372名（連結）

 559,685,889株

 20,732名

 東京証券取引所  市場第一部

 12月31日

 3月

 三菱UFJ信託銀行株式会社

  電子公告の方法により行います。ただし、やむをえない
事由により電子公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載します。
（自社ウェブサイトhttps://www.chugai-pharm.
co.jp/ir/に掲載しています。）

 広報IR部（広報&e-Comsグループ）
 電話：        03-3273-3313
 ファックス： 03-3281-6607
 eメールアドレス： ir@chugai-pharm.co.jp

広報活動のご案内

https://www.chugai-pharm.co.jp/ir/

Twitter https://twitter.com/chugai_cc　 （@chugai_cc）
YouTube https://www.youtube.com/chugaijp

IRウェブサイト

ソーシャルメディア

https://www.chugai-pharm.co.jp/csr/
CSRウェブサイト

中外製薬では、目指す姿、自社の特徴や姿勢を
社内外のステークホルダーと共有していくため、
企業ブランディング活動の刷新・展開を図って
います。中外ブランドサイトは右記QRコードから
ご覧いただけます。
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